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はじめに 

 

 

鹿児島市では、障害の有無にかかわらず、すべての人がお互いに人格と個性を尊重

し、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現

に向けて、令和４年度に策定した「第五次鹿児島市障害者計画」及び令和２年度に策

定した「鹿児島市障害福祉計画第６期計画・鹿児島市障害児福祉計画第２期計画」に

基づき、障害のある方々の自立と社会参加の促進や福祉サービスの充実、社会環境の

整備など、各種施策を進めてまいりました。 

 

近年、障害のある方々を取り巻く環境は大きく変化してきており、国においては、

多様化するニーズにきめ細かく対応するため、地域における生活の維持や障害児支援

体制の整備など、様々な制度の見直しや整備が図られております。 

 

 本市では、こうした社会情勢の変化に的確に対応するため、障害のある方々の自立

支援体制に係る目標値や障害福祉サービス等の見込量などを設定した「鹿児島市障害

福祉計画第７期計画・障害児福祉計画第３期計画」を策定しました。 

 「第五次鹿児島市障害者計画」の実施計画と位置付けられる本計画では、地域生活

支援や相談支援体制の充実・強化、就労選択支援のサービス追加など、これまでの取

組の充実を図りながら各種施策を推進することとしております。 

また、令和６年４月に施行する「手話言語・障害者コミュニケーション条例」に基づ

き、言語としての手話への理解や障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用

の促進などの取組についても、本計画とあわせて実施状況を確認し、着実に推進して

まいります。 

 

 本計画のもと、関係機関との緊密な連携を図りながら、障害の有無にかかわらず、

市民の皆様が地域で安心していきいきと生活できる福祉のまちづくりを推進してまい

りたいと考えておりますので、皆様方のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

 結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言を賜りました鹿児島市障害

者施策推進協議会、障害者自立支援協議会の委員の方々をはじめ、関係各団体・機関

の皆様、アンケート調査やパブリックコメント手続を通じて貴重なご意見・ご協力を

賜りました市民の皆様に心より感謝申し上げます。 

 

令和６年３月 

鹿児島市長 下鶴 隆央 
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第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画に係る法令の根拠及び計画期間 

（１）計画の位置付け 

障害福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者

総合支援法）第８８条に規定された「障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に

基づく業務の円滑な実施に関する計画（市町村障害福祉計画）」として策定するものです。 

また、障害児福祉計画は、児童福祉法第３３条の２０に規定された「障害児通所支援及び

障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施

に関する計画（市町村 障害児福祉計画）」として策定するものです。 

本計画は、国の基本指針及び前期計画の実績並びに本市の実情を踏まえ、令和６年度から

令和８年度までの３年間を計画期間とする鹿児島市障害福祉計画第７期計画及び鹿児島市

障害児福祉計画第３期計画を一体の計画として策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

【参考】これまでの計画（３年ごとに策定） 

令和 ３～  ５年度 障害福祉計画第６期計画・障害児福祉計画第２期計画 

平成３０～令和２年度 障害福祉計画第５期計画・障害児福祉計画第１期計画 

平成２７～ ２９年度 障害福祉計画第４期計画 

平成２４～ ２６年度 障害福祉計画第３期計画 

平成２１～ ２３年度 障害福祉計画第２期計画 

平成１８～ ２０年度 障害福祉計画第１期計画 

〇障害者総合支援法（抜粋） 

(市町村障害福祉計画) 

第８８条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画(以下「市町村障害福祉計画」という。)を

定めるものとする。 

○児童福祉法（抜粋） 

第３３条の２０ 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提

供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画

（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 
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（２）第五次鹿児島市障害者計画との関係 

本計画は、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等に関して目標値や提供方法を定める

もので「第五次鹿児島市障害者計画」の実施計画と位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ＳＤＧｓとの関連 

２０１５年の国連サミットで採択された「ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals（持

続可能な開発目標））」は、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の

実現に向けた２０３０年までの国際目標で、１７のゴールと１６９のターゲットが掲げられ

ています。 

基本計画である第五次鹿児島市障害者計画において特に関連のあるゴール（下図の太枠）

を掲げており、実施計画である本計画においても同様にＳＤＧｓのゴール達成に向け、本市

の障害福祉を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

障害者基本法 

障害者 

総合支援法 

児童福祉法 

【基本計画】 

第五次鹿児島市障害者計画 

（Ｒ５～Ｒ９） 

【実施計画】 

鹿児島市障害福祉計画（第７期計画） 

（Ｒ６～Ｒ８） 

【実施計画】 

鹿児島市障害児福祉計画（第３期計画） 

（Ｒ６～Ｒ８） 
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２ 計画の基本理念 

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会を実現するため、障害者等（※）の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮

するとともに、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立

と社会参加の実現を図ることを基本として、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提

供体制の整備を進め、地域全体で対応するシステムの構築を目指します。 

 

３ 本計画に定める事項 

本計画においては、障害者総合支援法第８７条及び児童福祉法第３３条の１９に基づき、

厚生労働大臣が定めた「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針」（国の基本指針）に即して、次の事項を定めます。 

 

（１）計画策定の趣旨 

（２）令和８年度の目標値の設定 

（３）障害福祉サービス等及び通所支援等の種類ごとの必要な量の見込み並びにその見 

   込量の確保のための方策  

（４）地域生活支援事業等の実施に関する事項 

（５）関係機関との連携に関する事項 

（６）計画の達成状況の点検及び評価 

 

 

  ※本計画における障害者等の範囲は、国の基本指針に基づき「身体障害者、知的障害者及び

精神障害者（発達障害者及び高次脳機能障害者を含む。）並びに難病患者等であって十八

歳以上の者並びに障害児」とします。 
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第２章 令和８年度の目標値の設定 

障害者等の自立支援の観点から、入所から地域生活への移行や就労支援などの課題に対応

するため、令和８年度を目標年度として、国の基本指針及び前期計画の実績並びに本市の実

情を踏まえて、目標値を設定します。 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の基本指針 

令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行

することとするとともに、これに合わせて令和８年度末の施設入所

者数を令和４年度末時点の施設入所者数から５％以上削減するこ

とを基本とする。 

本市の方針 

① 令和８年度末までに、４年度末の施設入所者数の６％以上が地

域生活へ移行することを目指します。 

② 令和８年度末の施設入所者数を、これまでの実績及び実情を踏

まえて、４年度末の施設入所者数から３％以上減少させることを

目指します。 

 

【目標値１－１】 

地域生活移行者数 ４３人以上 

【目標値１－２】 

施設入所者の削減数 ２２人以上 
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＜目標値の考え方＞ 

項目 数値 考え方 

令和４年度末の 

施設入所者数（Ａ） 
７０７人 

○令和４年度末において、福祉施設に入所し

ている人の数 

【目標値１－１】 

地域生活移行者数 

（Ｂ） 

４３人 

○令和８年度末までに、４年度末の施設入所

者数の６％以上が地域生活へ移行すること

を目指します。 

７０７人×６％≒４３人 

【目標値１－２】 

施設入所者数の減少 

（Ｃ） 

２２人 

○令和８年度末の施設入所者数を、これまで

の実績及び実情を踏まえて、４年度末の施設

入所者数から３％以上減少させることを目

指します。 

７０７人×３％≒２２人 

＜参考＞ 

新規入所者数 

（Ｂ）－（Ｃ） 
２１人 

○令和８年度末までに、新規に福祉施設に入

所する人の数 

地域生活移行者数（Ｂ）－施設入所者数の減 

少数（Ｃ）＝４３人－２２人＝２１人 

令和８年度末の施設入 

所者数（Ａ）－（Ｃ） 
６８５人 ○令和８年度末の施設入所者数見込み 

 

・施設入所者数には、「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策

を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法

律（平成２２年法律第７１号）」（以下「整備法」という。）による改正前の児童福祉法に規定

する指定知的障害児施設等（以下「旧指定施設等」という。）に入所していた人（１８歳以上

の人に限る。）であって、整備法による改正後の法に基づく指定障害者支援施設等の指定を受

けた当該旧指定施設等に引き続き入所している人の数を除きます。 

・地域生活移行者とは、施設を退所し、生活の拠点をグループホーム、福祉ホーム、公営住宅等

の住宅へ移行した人（家庭復帰を含む。）のことです。  
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２ 地域生活支援の充実 

２－１ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

国の基本指針 

令和８年度末までの間、各市町村において地域生活支援拠点等を

整備するとともに、その機能の充実のため、コーディネーターの配

置等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、

また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討

することを基本とする。 

本市の方針 

障害者地域生活支援拠点の整備及びコーディネーターの配置を

継続し、支援の実施状況等を踏まえ、今後の運用状況の検証等につ

いては、障害者自立支援協議会地域生活支援拠点部会において、年

１回以上の協議を実施します。 

 

【目標値２－１】 

障害者地域生活支援拠点の数 １か所以上 

 コーディネーター配置数 １人以上 

運用状況の検証及び検討回数 年１回以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○地域生活支援拠点 

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機能をもつ場

所や体制です。 
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２－２ 強度行動障害者への支援体制の充実 

国の基本指針 

令和８年度末までに、各市町村又は圏域において、強度行動障害

を有する障害者に関して、その状況や支援ニーズを把握し、地域の

関係機関が連携した支援体制の整備を進めることを基本とする。 

本市の方針 

令和８年度末までに、強度行動障害を有する障害者に関して、そ

の状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携し、支援体制

について協議します。 

 

【目標値２－２】 

 強度行動障害を有する障害者の状況や支援ニーズの把握及び支

援体制についての協議 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○強度行動障害 

自傷、他傷、こだわり、もの壊し、睡眠の乱れ、異食、多動など本人や周囲の人のく

らしに影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必

要になっている状態のことです。 
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３ 福祉施設から一般就労への移行等 

３－１・３－２・３－３ 就労移行支援事業者等を通じた一般就労への移行 

国の基本指針 

① 令和８年度中の一般就労移行者数を、令和３年度の一般就労へ

の移行実績の１．２８倍以上とすることを基本とする。 

② 就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業及び就労継続支援Ｂ

型事業について、それぞれ令和８年度中に一般就労に移行する人

の目標値を定める。 

具体的には、就労移行支援事業については、令和３年度の一般

就労への移行実績の１．３１倍以上とすることを基本とし、就労

継続支援Ａ型事業については概ね１．２９倍以上、就労継続支援

Ｂ型事業については概ね１．２８倍以上を目指すこととする。 

③ 令和８年度末時点における、就労移行支援事業所のうち就労移

行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が

５割以上の事業所を全体の５割以上とすることを基本とする。 
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本市の方針 

① 令和８年度中に福祉施設を退所し、一般就労に移行する人の数

は、３年度の実績の１．２８倍以上とすることを目指します。 

② 令和８年度中に一般就労に移行する人の数は、３年度の実績に

比べ、就労移行支援事業は１．３１倍以上、就労継続支援Ａ型事

業は概ね１．２９倍以上、就労継続支援Ｂ型事業は概ね１．２８

倍以上とすることを目指します。 

③ 令和８年度末時点における、就労移行支援事業所のうち就労移

行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した人の割合が

５割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指します。 

 

【目標値３－１】 

一般就労移行者数 ６７人以上 

【目標値３－２】 

就労移行支援事業からの一般就労移行者数 ５３人以上 

就労継続支援Ａ型事業からの一般就労移行者数 １１人以上 

就労継続支援Ｂ型事業からの一般就労移行者数 ６人以上 

【目標値３－３】 

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した人の

割合が５割以上の事業所の割合 ５割以上 
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＜目標値の考え方＞ 

項目 数値 考え方 

令和３年度末の 

一般就労移行者数 
５２人 

○令和３年度中に福祉施設を退所し、一般就労

に移行した人の数 

【目標値３－１】 

令和８年度中の 

一般就労移行者数 

６７人 

○令和８年度中に福祉施設を退所し、一般就労

に移行する人の数は、３年度の実績の１．２８倍

以上とすることを目指します。 

５２人×１．２８倍≒６７人 

令和３年度中の 

就労移行支援事業等毎の

一般就労移行者数 

移行 ４０人 

Ａ型  ８人 

Ｂ型  ４人 

○令和３年度中に就労移行支援事業等を退所

し、一般就労に移行した人の数 

【目標値３－２】 

令和８年度中の 

就労移行支援事業等毎 

の一般就労移行者数 

移行 ５３人 

Ａ型 １１人 

Ｂ型  ６人 

 

○令和８年度中に一般就労に移行する人の数

は、３年度の実績に比べ就労移行支援事業は 

１．３１倍、就労継続支援Ａ型事業は概ね 

１．２９倍以上、就労継続支援Ｂ型事業は概ね

１．２８倍以上とすることを目指します。 

・就労移行支援４０人×１．３１倍 ≒５３人 

・就労継続支援Ａ型８人×１．２９倍≒１１人 

・就労継続支援Ｂ型４人×１．２８倍≒６人 

【目標値３－３】 

令和８年度末時点におけ

る就労移行支援事業利用

終了者に占める一般就労

へ移行した人の割合が５

割以上の事業所の割合 

５０％ 

〇就労移行支援事業所のうち就労移行支援事業

利用終了者に占める一般就労へ移行した人の割

合が５割以上の事業所を全体の５割以上とする

ことを目指します。 
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３－４・３－５・３－６ 一般就労後の定着支援 

国の基本指針 

① 就労定着支援事業の利用者数については、令和８年度中の利用

者数を令和３年度の実績の１．４１倍以上とすることを基本とす

る。 

② 就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、令和８年

度中の就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上と

することを基本とする。 

③ 都道府県等が地域の就労支援ネットワークを強化し、雇用や福

祉等の関係機関が連携した支援体制の構築を推進するため協議

会（就労支援部会）等を設けて取り組みを進めることを基本とす

る。 

本市の方針 

① 就労定着支援事業の利用者数については、令和８年度中の利用

者数を３年度の実績の１．４１倍以上とすることを目指します。 

② 就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、令和８年

度中の就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上と

することを目指します。 

③ ハローワーク等の雇用推進の関係機関と連携し、支援体制の構

築を推進するための取り組みを進めます。 

 

【目標値３－４】 

就労定着支援事業の利用者数 ６７人 

【目標値３－５】 

就労定着率が７割以上の事業所の割合 ２割５分 

【目標値３－６】 

 就労支援体制の構築の推進 
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＜目標値の考え方＞ 

項目 数値 考え方 

令和３年度の 

就労定着支援事業 

利用者数 

４７人 
〇令和３年度に就労定着支援事業を利用し

た人の数 

【目標値３－４】 

令和８年度の 

就労定着支援事業 

利用者数 

６７人 

〇令和８年度中の就労定着支援利用者を令

和３年度中の利用者の１．４１倍以上とする

ことを目指します。 

４７人×１．４１倍≒６７人 

【目標値３－５】 

令和８年度中の 

就労定着率７割以上の 

事業所の割合 

２５％ 

〇就労定着率については、就労定着支援事業

所のうち、令和８年度中の就労定着率が７割

以上の事業所を全体の２割５分以上とする

ことを目指します。 

・就労定着支援事業とは、就労移行支援等の利用を経て一般企業等への就労へ移行した人に、就労

に伴う生活面の課題に対し、就労の継続を図るために企業・自宅への訪問や障害者の来所により

必要な連絡調整や指導・助言等を行う事業です。 

・就労定着率とは、過去６年間において就労定着支援の利用を終了した人のうち、雇用された通常の

事業所に４２月以上７８月未満の期間継続して就労している人又は就労していた人の占める割

合です。 
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４ 障害児支援の提供体制の整備等 

４－１ 児童発達支援センターの設置及び障害児の地域社会への参加・包容（インク

ルージョン）の推進 

国の基本指針 

① 令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村又は各

圏域に少なくとも１か所以上設置することを基本とする。 

② 各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センターや地

域の障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援事業等を活用

しながら、令和８年度末までに、全ての市町村において、障害児

の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制

を構築することを基本とする。 

本市の方針 

令和８年度末までに、これまでの実績及び実情を踏まえて、次の

とおり目標値を設定します。 

 

【目標値４－１】 

児童発達支援センター １８か所以上 

保育所等訪問支援事業所 １４２か所以上 

 

＜目標値の考え方＞ 

項目 令和４年度末時点 
【目標値４－１】 

令和８年度末時点 

児童発達支援センター １６か所 １８か所 

保育所等訪問支援事業所 ６０か所 １４２か所 
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４－２ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所の確保 

国の基本指針 

令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支

援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくと

も１か所以上確保することを基本とする。 

本市の方針 

令和８年度末までに、これまでの実績及び実情を踏まえて、次の

とおり目標値を設定します。 

 

【目標値４－２】 

主に重症心身障害児を対象とする 

児童発達支援事業所 ７か所以上 

放課後等デイサービス事業所 ９か所以上 

 

＜目標値の考え方＞ 

項目 令和４年度末時点 

【目標値４－２】 

令和８年度末時点 

主に 

重症心身障害児 

を対象とする 

児童発達支援事業所 ６か所 ７か所 

放課後等 

デイサービス事業所 
８か所 ９か所 
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４－３ 医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネータ

ーの配置 

国の基本指針 

令和８年度末までに各市町村において、保健、医療、障害福祉、

保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けると

ともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置すること

を基本とする。 

本市の方針 

保健、医療、障害福祉、保育、教育関係者等による障害者自立支

援協議会医療的ケア児部会が、その協議の場となります。 

また、令和８年度末までに、医療的ケア児等が適正な保育、教育、

発達支援等の支援を受けられるよう、鹿児島県医療的ケア児等セン

ターと連携を図るとともに、障害者基幹相談支援センターや地域の

相談支援事業所へ医療的ケア児等に関するコーディネーターを配

置することを目指します。 

 

【目標値４－３】 

医療的ケア児部会の開催 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 ３０人 

 （うち障害者基幹相談支援センターへの配置 ３人） 
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５ 相談支援体制の充実・強化等 

国の基本指針 

① 令和８年度末までに、各市町村において、総合的な相談支援、

地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通

じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターを設置する

とともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を

図る体制を確保することを基本とする。 

② 協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の

開発・改善等を行う取組を行うとともに、これらの取組を行うた

めに必要な協議会の体制を確保することを基本とする。 

本市の方針 

① 障害者基幹相談支援センターを活用して、相談支援体制の充

実・強化等を図ります。 

② 個別事例の検討を通じた地域課題の解決に向けて、障害者自立

支援協議会定例会と専門部会が連携して取り組みます。 

 

【目標値５－１】 

障害者基幹相談支援センターの運営 １か所 

【目標値５－２】 

 定例会と専門部会の連携 
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６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

国の基本指針 
令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるため

の取組に関する事項を実施する体制を構築することを基本とする。 

本市の方針 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果や指導監査

結果について、関係部署や管内の指定事業者等と共有などを行う場

である集団指導を活用し、障害福祉サービス等の質の向上に向けて

取り組みます。 

 

【目標値６】  

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項

を実施する体制の確保 
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第３章 障害福祉サービス等及び通所支援等の種類ごとの必要
な量の見込み並びに見込量の確保のための方策 

令和８年度における目標値を達成できるように、６年度から８年度までの指定障害福祉サービ

ス等の種類ごとの見込量及びその見込量の確保のための方策を、国の基本指針及び前期計画の実

績並びに本市の実情を踏まえて設定します。 

 

１ 訪問系サービス  

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援） 

（１）事業内容 

 ① 居宅介護（ホームヘルプ） 

居宅で入浴や排せつ、食事等の介護や調理、洗濯、掃除等の家事やその他生活全般にわた

る援助を行います。 

② 重度訪問介護 

常時介護が必要な重度の障害者に、居宅で入浴や排せつ、食事等の介護や調理、洗濯、掃

除等の家事やその他生活全般にわたる援助や外出時の移動中の補助を行います。 

③ 同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人について、外出時において、移動に必要な

情報の提供や移動の補助などを行います。 

④ 行動援護 

知的障害や精神障害により行動が困難で常に介護が必要な人に、行動するときに必要な

介助や外出時の移動の補助などを行います。 

⑤ 重度障害者等包括支援 

常に介護が必要な人の中でも、介護の必要性が非常に高いと認められた人には、複数の

障害福祉サービスを包括的に提供します。 

（２）実施に関する考え方 

在宅の障害者が日常生活を営む上で必要なサービスを利用者個々の生活状況に応じて、提供し

ます。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数及び量の見込みを設定します。 
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（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画           （人：利用者数 時間：延べ利用時間） 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

居宅介護 
963人 968人 1,009人 997人 1,058人 1,018人 

19,793時間 19,333時間 20,328時間 19,278時間 20,878時間 19,503時間 

重度訪問介護 
125人 131人 142人 144人 161人 159人 

21,176時間 22,714時間 24,355時間 24,295時間 28,011時間 27,810時間 

同行援護 
231人 229人 245人 225人 260人 228人 

6,294時間 6,910時間 6,971時間 7,413時間 7,721時間 8,152時間 

行動援護 
44人 39人 44人 37人 44人 40人 

561時間 492時間 561時間 372時間 561時間 328時間 

重度障害者等

包括支援 

１人 0人 １人 0人 １人 0人 

30時間 0時間 30時間 0時間 30時間 0時間 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

居宅介護 
1,051人 1,085人 1,121人 

19,725時間 19,949時間 20,176時間 

重度訪問介護 
184人 213人 247人 

31,639時間 35,996時間 40,952時間 

同行援護 
228人 228人 228人 

8,463時間 8,786時間 9,121時間 

行動援護 
40人 40人 40人 

328時間 328時間 328時間 

重度障害者等

包括支援 

1人 1人 1人 

30時間 30時間 30時間 

（５）見込量確保のための方策 

訪問系サービスは、障害者が地域で自立した生活を送る上で不可欠なサービスであり、必要な

サービスを提供できるよう相談支援事業所と関係事業者との連携を図ります。また、ゆうあいガ

イドブック等により事業の周知を図ります。 
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２ 日中活動系サービス 

（生活介護、自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)、就労選択支援、就労移行支援、就労

継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、療養介護、短期入所） 

２－１ 生活介護 

（１）事業内容 

常に介護が必要な人に、主として昼間に施設で入浴や排せつ、食事等の介護や創作的活動、生

産活動の機会の提供、その他の身体的機能または生活能力向上のために必要な援助を行います。 

（２）実施に関する考え方 

介護を必要とする障害者が地域で生活できるよう、施設において、利用者個々のニーズに即し

たサービスを提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 1,654人 1,664人 1,679人 1,682人 1,704人 1,707人 

延利用日数 33,066人日 33,471人日 33,531人日 33,445人日 34,004人日 34,006人日 

事業所数 75か所 76か所 76か所 78か所 77か所 79か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

 利用者数 1,718人 1,729人 1,741人 

 
うち強度行

動障害者数 
21人 21人 21人 

延利用日数 34,175人日 34,345人日 34,515人日 

事業所数 80か所 80か所 81か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の地域での生活を支援するため、安定したサービスの提供体制の維持について障害福祉

サービス事業者等と連携を図ります。  
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２－２ 自立訓練（機能訓練） 

（１）事業内容 

身体障害者等を対象に、自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定の期間（標準期間 

１８か月）、身体機能向上のために必要な訓練等を行います。 

（２）実施に関する考え方 

自立した日常生活を営むことができるよう、身体機能向上のために必要な機能訓練を提供しま

す。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 10人 13人 10人 13人 10人 7人 

延利用日数 200人日 152人日 200人日 118人日 200人日 96人日 

事業所数 １か所 1か所 １か所 1か所 １か所 1か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 10人 10人 10人 

延利用日数 150人日 150人日 150人日 

事業所数 1か所 1か所 1か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の地域での生活を支援するため、安定したサービスの提供体制の確保について障害福祉

サービス事業者等と連携を図ります。 
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２－３ 自立訓練（生活訓練） 

（１）事業内容 

知的障害者、精神障害者を対象に、自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定の期間（標

準期間２４か月、長期入所・入院者の場合３６か月）、食事や家事など日常生活能力向上のため

に必要な訓練等を行います。 

（２）実施に関する考え方 

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、生活能力の向上のために必要な生

活訓練を提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 125人 106人 125人 100人 125人 85人 

延利用日数 1,228人日 1,180人日 1,228人日 1,235人日 1,228人日 1,328人日 

事業所数 10か所 11か所 10か所 10か所 10か所 9か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 85人 85人 85人 

延利用日数 1,328人日 1,328人日 1,328人日 

事業所数 9か所 9か所 9か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の地域での生活を支援するため、安定したサービスの提供体制の維持について障害福祉

サービス事業者等と連携を図ります。 
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２－４ 就労選択支援 

（１）事業内容 

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を

活用して本人の希望、就労能力や適性等に合った選択の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

新たに就労継続支援Ｂ型等を利用する意向の人への支援を促進します。障害者の就労能力や適

性を評価するだけのものではなく、障害者と協働してニーズや強み、職業所の課題等を明らかに

し、就労するに当たって必要な支援を行います。 

（３）見込量の考え方 

事業所に対するニーズ調査や現在の就労状況等から、平均的な一人当たりの利用量等を勘案し

て、利用者数及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 － 35人 35人 

延利用日数 － 490人日 490人日 

事業所数 － 3か所 3か所 

・令和７年１０月１日施行予定 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の就労の場を幅広く確保する観点から、障害者自立支援協議会等を活用しながら、安定

したサービスの提供体制の確保について障害福祉サービス事業者等と連携を図ります。 
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２－５ 就労移行支援 

（１）事業内容 

一般企業等への就労希望者に、一定の期間（標準期間２４か月）における生産活動やその他の

活動の機会を提供し、知識や能力の向上のための訓練等を行います。 

（２）実施に関する考え方 

障害者の一般就労への移行を推進します。 

ハローワーク、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター及び特別支援学校などの

関係機関と連携し、職場実習や雇用前の雇入れ支援から雇用後の職場定着支援までの一貫した支

援を行います。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 189人 175人 193人 153人 197人 149人 

延利用日数 3,306人日 2,930人日 3,466人日 2,550人日 3,634人日 2,459人日 

事業所数 16か所 14か所 17か所 16か所 17か所 16か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 147人 145人 143人 

延利用日数 2,451人日 2,443人日 2,435人日 

事業所数 16か所 16か所 15か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の就労の場を幅広く確保する観点から、障害者自立支援協議会等を活用しながら、ハロ

ーワークなど関係機関と緊密な連携を図るとともに、安定したサービスの提供体制の確保につい

て障害福祉サービス事業者等と連携を図ります。  
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２－６ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

（１）事業内容 

一般企業等で働くことが困難な人に、就労の機会の提供や生産活動その他の活動の機会の提供、

就労に必要な知識や能力の向上のための訓練等を行います。雇用契約を結ぶことを基本とするＡ

型と、雇用契約を結ばないＢ型があります。 

（２）実施に関する考え方 

個々のニーズや適性に応じた作業内容、作業時間等に配慮した適切な支援を行い、就労の機会

を提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

Ａ
型 

利用者数 567人 572人 605人 603人 646人 658人 

延利用日数 11,083人日 10,854人日 11,926人日 11,370人日 12,833人日 12,206人日 

事業所数 33か所 33か所 35か所 35か所 38か所 38か所 

Ｂ
型 

利用者数 2,436人 2,467人 2,649人 2,557人 2,882人 2,532人 

延利用日数 39,754人日 40,228人日 43,261人日 40,977人日 47,076人日 43,209人日 

事業所数 140か所 138か所 153か所 148か所 166か所 147か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

Ａ
型 

利用者数 686人 715人 746人 

延利用日数 12,715人日 13,246人日 13,799人日 

事業所数 40か所 41か所 43か所 

Ｂ
型 

利用者数 2,694人 2,866人 3,049人 

延利用日数 45,854人日 48,661人日 51,639人日 

事業所数 156か所 166か所 177か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の就労の場を幅広く確保する観点から、障害者自立支援協議会等を活用しながら、ハロ

ーワークなど関係機関と連携を図ります。 
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また、事業所での賃金・工賃の増額を図るため、「鹿児島市障害者就労施設等からの物品等の

調達推進方針」に基づき、本市の物品や役務等の受注拡大に努めるとともに、市ナイスハート支

援事業を実施し、生産物等の販売促進を図ります。 
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２－７ 就労定着支援 

（１）事業内容 

就労移行支援等の利用を経て一般企業等への就労に移行した人を対象に、就労に伴う生活面の

課題に対し、就労の継続を図るための企業・自宅への訪問や障害者の来所により、必要な連絡調

整や指導・助言等を行います。 

（２）実施に関する考え方 

障害者の一般就労への定着を推進します。 

ハローワーク、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター及び特別支援学校などの

関係機関と連携し、雇用後の職場への定着支援を行います。 

（３）見込量の考え方 

障害者等のニーズ、福祉施設の利用者の一般就労への移行者数・就労定着者数等を勘案して、

利用者数及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 51人 47人 55人 50人 59人 52人 

事業所数 7か所 7か所 8か所 7か所 9か所 7か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 57人 62人 67人 

事業所数 7か所 8か所 9か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の就労の場を幅広く確保する観点から、障害者自立支援協議会等を活用しながら、ハロ

ーワークなど関係機関と緊密な連携を図るとともに、安定したサービスの提供体制の確保につい

て障害福祉サービス事業者等と連携を図ります。  
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２－８ 療養介護 

（１）事業内容 

医療の必要な障害者で、常に介護が必要な人に、主として昼間に医療機関で機能訓練や療養上

の管理、看護、医学的管理のもとにおける介護や日常生活上の援助を行います。 

（２）実施に関する考え方 

常時介護を必要とする障害者に必要なサービスを提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズを勘案して、利用者数及び事業所数の見込みを設

定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 117人 122人 117人 124人 117人 124人 

事業所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 124人 124人 124人 

事業所数 1か所 1か所 1か所 

（５）見込量確保のための方策 

療養介護については、筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）や筋ジストロフィー患者など重症心身障

害者に対応できる医療施設でのみ受け入れが可能なサービスであることから、医療機関と連携す

ることにより、見込量の確保に努めます。 
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２－９ 短期入所（ショートステイ） 

（１）事業内容 

居宅で介護を行う人が病気などの場合に、短期の入所による入浴、排せつ、食事の介護などを

行います。障害者支援施設等において実施する「福祉型」と、病院等において実施する「医療型」

があります。 

（２）実施に関する考え方 

介護を必要とする障害者が地域で生活できるよう、家族等の介護者の病気や休息（レスパイト）

により利用する場合や、グループホームに入居するための訓練を目的に利用する場合に、サービ

スを実施します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利

用者数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

福
祉
型 

利用者数 339人 241人 354人 233人 371人 274人 

延利用 

日数 
2,693人日 2,114人日 2,835人日 2,051人日 2,985人日 3,059人日 

事業所数 34か所 37か所 36か所 45か所 38か所 53か所 

医
療
型 

利用者数 60人 52人 67人 53人 75人 68人 

延利用 

日数 
338人日 401人日 378人日 386人日 422人日 639人日 

事業所数 6か所 7か所 7か所 6か所 8か所 8か所 
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◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

福
祉
型 

 利用者数 274人 274人 274人 

 
うち強度行

動障害者数 
14人 14人 14人 

延利用日数 3,059人日 3,059人日 3,059人日 

事業所数 53か所 53か所 53か所 

医
療
型 

 利用者数 72人 76人 80人 

 
うち強度行

動障害者数 
1人 1人 1人 

延利用日数 747人日 873人日 1,020人日 

事業所数 8か所 9か所 9か所 

（５）見込量確保のための方策 

短期入所については、今後需要が増えると見込まれることから、事業者と連携し、サービスの

確保を図ります。また、緊急的な相談に対応するため、障害者基幹相談支援センターや障害者地

域生活支援拠点など関係機関等と連携し、受入体制の確保を図ります。 

そのほか、将来のグループホームへの入居やひとり暮らしをするための訓練を目的として、施

設等から地域生活への移行を希望する障害者に対して、地域生活の体験の場を障害者地域生活支

援拠点で提供します。 
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３ 居住系サービス 

（自立生活援助、共同生活援助、施設入所支援、地域生活支援拠点等） 

３－１ 自立生活援助 

（１）事業内容 

居宅において単身等で生活する障害者に対して、一定の期間にわたり、定期的に居宅を訪問し、

日常生活等について確認を行い、必要な助言や医療機関等との連絡調整を行うとともに、相談や

要請があった際には、随時の対応も行います。 

（２）実施に関する考え方 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する障害者などに対して、

適時のタイミングで適切な支援を提供できる体制を整備します。 

（３）見込量の考え方 

障害者等のニーズ、施設入所者の地域生活への移行者数等の実情を勘案して、利用者数及び事

業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 6人 14人 8人 16人 10人 14人 

事業所数 4か所 5か所 4か所 5か所 4か所 5か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 17人 20人 24人 

事業所数 5か所 5か所 5か所 

（５）見込量確保のための方策 

障害者が地域で自立した生活を送る上で、必要なサービスを提供できるよう、障害福祉サービ

ス事業者等との連携を図ります。 
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３－２ 共同生活援助（グループホーム） 

（１）事業内容 

共同生活を営む住居に入居する障害者に、主として夜間に相談その他必要な日常生活上の援助

のほか、ニーズに応じて入浴、排せつ、食事等の介護を行います。 

（２）実施に関する考え方 

入所施設から地域生活への移行者のうち、約４割がグループホームを利用しており、今後もグ

ループホームを活用して、地域生活への移行を推進します。 

共同生活を営む住居に入居している障害者の日常生活に支障がないように、必要とするサービ

スを提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の

精神障害者の地域生活への移行時における共同生活援助の利用者数等を勘案して、利用者数及び

事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 818人 865人 900人 980人 990人 1,152人 

事業所数 65か所 74か所 73か所 89か所 80か所 105か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

 利用者数 1,267人 1,394人 1,533人 

 
うち強度行

動障害者数 
6人 6人 6人 

事業所数 115か所 127か所 140か所 

（５）見込量確保のための方策 

施設入所者の地域生活への移行を図るためには、グループホームの整備が重要であることから、

安定したサービスの確保について障害福祉サービス事業者等と連携を図ります。また、将来のグ

ループホームへの入居やひとり暮らしをするための訓練を目的として、施設等から地域生活への

移行を希望する障害者に対して、地域生活の体験の場を障害者地域生活支援拠点等で提供しま

す。 

そのほか、地域の理解を深められるよう、障害に対する理解の普及、啓発を図ります。  
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３－３ 施設入所支援 

（１）事業内容 

施設に入所する障害者に、主として夜間に入浴、排せつ、食事等の介護や相談、助言その他の

必要な日常生活上の援助を行います。 

（２）実施に関する考え方 

施設入所が必要な人の日常生活や訓練等に支障がないよう、必要とするサービスを提供します。 

（３）見込量の考え方 

本市内の全ての施設で入所待機者がいる状況であり、一定の需要はありますが、施設入所から

の地域移行を進める観点から利用者の減を見込みます。 

令和４年度末時点の施設入所者数を基礎として、施設入所者の地域生活への移行者数と新規入

所者数を勘案し、利用者数及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 719人 713人 716人 708人 712人 709人 

事業所数 18か所 18か所 18か所 18か所 18か所 18か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 701人 693人 685人 

事業所数 18か所 18か所 18か所 

・施設入所者数には、整備法による旧指定施設等に入所していた人（１８歳以上の人に限る。）であ

って、整備法による改正後の法に基づく指定障害者支援施設等の指定を受けた当該旧指定施設等に

引き続き入所している人の数を除きます。 

（５）見込量確保のための方策 

関係機関と連携し、施設別の待機者状況を把握することなどにより、適切なサービス供給がで

きる体制の確保に努めます。 

  



34 

３－４ 地域生活支援拠点等 

（１）事業内容 

地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のため

の機能をもつ場所や体制で、主な機能として「相談」、「緊急時の受入・対応」、「体験の機会・場」、

「専門的人材の確保・養成」、「地域の体制づくり」の５つがあります。 

（２）実施に関する考え方 

障害者が地域で安心して生活することができるとともに、地域生活への意向を促進するための

支援を行います。 

（３）見込量の考え方 

現在の障害者地域生活支援拠点における各支援の提供状況を勘案して、障害者地域生活支援拠

点の設置箇所数とコーディネーターの配置人数、障害者地域生活支援拠点が有する機能の充実に

向けた検証及び検討の実施回数の見込み数を設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

設置箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

検証・検討 

実施回数 
1回 1回 1回 1回 1回 1回 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

設置箇所数 1か所 1か所 1か所 

コーディネータ

ーの配置人数 
1人 1人 1人 

検証・検討 

実施回数 
1回 1回 1回 

（５）見込量確保のための方策 

障害者自立支援協議会定例会において、障害者地域生活支援拠点において提供する支援を周知

するとともに、障害者基幹相談支援センターや相談支援事業所と連携しながら、障害者地域生活

支援拠点の利用促進を図ります。 
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４ 相談支援 

（計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援） 

４－１ 計画相談支援 

（１）事業内容 

障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する障害者が適切にサービスを利用できるよう、

サービス等利用計画の作成などを行います。 

（２）実施に関する考え方 

個々の心身の状況、サービス利用の意向、家族の状況等を踏まえたサービス等利用計画の作成

等を推進します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズを勘案して、利用者数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 1,581人 1,364人 1,788人 1,330人 2,021人 1,408人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 1,509人 1,617人 1,733人 

（５）見込量確保のための方策 

障害者自立支援協議会定例会でのケース検討や研修等を通じて、相談支援事業所のスキルアッ

プを図るとともに、障害者基幹相談支援センターや障害者地域生活支援拠点と連携しながら相談

支援体制の更なる充実を図ります。 
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４－２ 地域相談支援（地域移行支援） 

（１）事業内容 

障害者支援施設に入所している障害者または精神科病院に入院している精神障害者等が地域

へ移行する場合に、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談等

を行います。 

（２）実施に関する考え方 

退所、退院を希望する障害者に対し、地域生活への移行準備や障害福祉サービスの見学・体験

のための外出時の同行や住まい探しなどの支援を提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の

精神障害者のうち地域移行支援の利用が見込まれる人の数等を勘案して、利用者数の見込みを設

定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 12人 5人 14人 11人 16人 14人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 17人 20人 23人 

（５）見込量確保のための方策 

退所、退院が可能な障害者に対し、地域移行へ向けた意欲の喚起及び医療機関等への制度の周

知を図るとともに、関係機関への研修を行うなど支援できる体制の確保に努めます。 
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４－３ 地域相談支援（地域定着支援） 

（１）事業内容 

居宅において単身等で生活する障害者に対し、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因し

て生じた緊急の事態等に相談、緊急訪問等を行います。 

（２）実施に関する考え方 

地域生活移行者に対し、夜間等も含む緊急時の連絡・相談等の支援を提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している人の数、障害者等のニーズ、施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の

精神障害者のうち地域生活への移行後に地域定着支援の利用が見込まれる人の数等を勘案して、

利用者数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 12人 8人 14人 7人 16人 2人 

 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 2人 2人 2人 

（５）見込量確保のための方策 

地域生活への移行後、障害者本人及び家族への個別支援や地域で孤立しないための居場所づく

り等に取り組んでいけるよう体制の確保に努めます。 
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５ 障害児通所等支援 

（児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援、障害

児相談支援ほか） 

※障害児通所等支援の対象となる障害児には、療育を受けなければ福祉を損なうおそれのある

児童等も含みます 

５－１ 児童発達支援、放課後等デイサービス 

（１）事業内容 

児童発達支援は、未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練を行います。 

放課後等デイサービスは、就学中の障害児に、授業の終了後または夏休み等の休業日に、生活

能力の向上のために必要な訓練、社会との交流のための支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

鹿児島県こども総合療育センターや保健所、保育所などの関係機関と密接に連携しながら、早

期発見・早期療育にさらに努めるとともに、身近な地域で、乳幼児期から学校卒業まで、児童の

発達段階に応じた効果的な支援を提供できる体制を整備します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している児童の数やニーズ、平均的な一人当たりの利用量等を勘案して、利用児童数、

量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

児
童
発
達
支
援 

利用児童数 2,768人 2,854人 2,990人 3,115人 3,199人 3,214人 

延利用日数 23,858人日 25,138人日 25,766人日 28,429人日 27,570人日 30,476人日 

事業所数 133か所 166か所 135か所 199か所 137か所 230か所 

デ
イ
サ
ー
ビ
ス 

放
課
後
等 

利用児童数 2,478人 2,759人 2,677人  3,214人 2,864人 3,770人 

延利用日数 27,276人日 31,563人日 29,458人日 36,049人日 31,520人日 42,316人日 

事業所数 176か所 207か所 180か所 237か所 187か所 284か所 
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◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

児
童
発
達
支
援 

利用児童数 3,316人 3,496人 3,676人 

延利用日数 32,670人日 35,339人日 38,008人日 

事業所数 241か所 257か所 273か所 

デ
イ
サ
ー
ビ
ス 

放
課
後
等 

利用児童数 4,422人 4,928人 5,434人 

延利用日数 49,672人日 55,049人日 60,426人日 

事業所数 333か所 370か所 407か所 

（５）見込量確保のための方策 

本市独自の利用者負担の助成を行い、利用を促進します。また、国の基準を超えて専門指導員

等を配置した事業所に対して、経費の一部を助成することにより、サービスの質の向上を図りま

す。加えて、公開療育の実施や児童発達支援センターとの連携によるスタッフのスキルアップを

推進するとともに、個別支援計画やモニタリング報告書等を通して実態と課題の把握に努めま

す。 
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５－２ 保育所等訪問支援 

（１）事業内容 

保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援等を行います。 

（２）実施に関する考え方 

身近な地域で、乳幼児期から学校卒業まで、児童の発達段階に応じた効果的な支援を提供でき

る体制を整備します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している児童の数やニーズ等、平均的な一人当たりの利用量を勘案して、利用児童数、

量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用児童数 82人 115人 82人 160人 82人 246人 

延利用日数 87人日 130人日 87人日 188人日 87人日 296人日 

事業所数 45か所 51か所 46か所 60か所 47か所 82か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用児童数 376人 441人 506人 

延利用日数 466人日 549人日 632人日 

事業所数 112か所 127か所 142か所 

（５）見込量確保のための方策 

保護者や保育所等への制度周知を図るとともに、個別支援計画や保育所等訪問支援報告書等を

通して実態と課題の把握に努めながら、関係機関との連携を進め、サービス内容の充実を図りま

す。 
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５－３ 居宅訪問型児童発達支援 

（１）事業内容 

重度の障害の状態にあり外出することが著しく困難な障害児に対して、居宅を訪問して、日常

生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練、その

他必要な支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

身近な地域で、児童の発達段階に応じた効果的な支援を提供できる体制を整備します。 

（３）見込量の考え方 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所に調査

した結果を勘案し、利用児童数、量及び事業所数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用児童数 5人 1人 6人 1人 7人 1人 

延利用日数 8人日 3人日 9人日 2人日 10人日 2人日 

事業所数 2か所 1か所 2か所 3か所 2か所 5か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用児童数 1人 1人 1人 

延利用日数 2人日 2人日 2人日 

事業所数 5か所 5か所 5か所 

（５）見込量確保のための方策 

制度周知を図るとともに、障害者自立支援協議会医療的ケア児部会において、関係者への周知

をはじめ、サービスのあり方等について、総合的に検討してまいります。 
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５－４ 障害児相談支援 

（１）事業内容 

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援を利用

するすべての児童が適切にサービスを利用できるよう、障害児支援利用計画の作成などを行いま

す。 

（２）実施に関する考え方 

個々の心身の状況、サービス利用の意向、家族の状況等を踏まえた利用計画を作成します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している児童の数やニーズ等を勘案して、利用児童数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用児童数 1,109人 1,108人 1,265人 1,252人 1,421人 1,406人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用児童数 1,578人 1,727人 1,876人 

（５）見込量確保のための方策 

障害者自立支援協議会定例会でのケース検討や研修等を通じて、相談支援事業所のスキルアッ

プを図るとともに、障害者基幹相談支援センターや障害者地域生活支援拠点と連携しながら相談

支援体制の更なる充実を図ります。 
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５－５ 医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

（１）事業内容 

医療的ケア児等に対する各種支援の調整を行います。 

（２）実施に関する考え方 

コーディネーターの配置について障害者自立支援協議会医療的ケア児部会において協議しま

す。 

（３）見込量の考え方 

医療的ケア児等のニーズ等を勘案して、必要となる配置人数の見込みを設定します。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

配置人数 23人 17人 27人 26人 30人 30人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

配置人数 30人 30人 30人 

（５）見込量確保のための方策 

県が実施する医療的ケア児等コーディネーター養成研修について相談支援事業所に周知し、コ

ーディネーターとして養成された相談支援専門員等の配置を促進します。 
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５－６ 障害児の子ども・子育て支援等の利用受入れ 

（１）事業内容 

保育所や幼稚園等における障害児の受入れを行います。 

（２）実施に関する考え方 

子ども・子育て支援等の利用を希望する障害児が希望に沿った利用ができるよう、保育所や幼

稚園、認定こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障害児の受入れ

の体制整備の構築を目指します。 

（３）見込量の考え方 

現に子ども・子育て支援事業等を利用している障害児のほか、利用していない障害児やその保

護者のニーズ等を勘案して、利用児童数の見込みを設定します。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

保育所 547人 673人 532人 680人 532人 675人 

幼稚園 13人 8人 13人 13人 13人 24人 

認定こども園 361人 393人 373人 375人 373人 368人 

放課後児童クラブ 380人 396人 389人 421人 398人 448人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

保育所 704人 745人 777人 

幼稚園 29人 32人 39人 

認定こども園 371人 377人 379人 

放課後児童クラブ 426人 426人 426人 

・障害児の実数の把握が困難であるため、委託費等の加算の支給を受けている対象者数を利用児

童数としています。 

・幼稚園は、施設型給付費の支給を受けている園のことです。 

（５）見込量確保のための方策 

障害児の受入れを行っている保育所や児童クラブ等へ補助金の交付や委託費等の加算の支給

を行います。  
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６ 発達障害者等に対する支援 

６－１ ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の支援プログラム等 

（１）事業内容 

発達障害のある子どもと保護者の関わり方や、心理的なストレスの改善、子どもの適切な行動

の促進と不適切な行動の改善を目的としたペアレントプログラムやペアレントトレーニング等

の支援プログラムの受講等を促進します。 

（２）実施に関する考え方 

発達に気がかりのある子どもの保護者を対象に、プログラムに基づく親支援教室を実施し、保

護者自身が子どもの行動への適切な対応方法を学び、育児不安の軽減を図るとともに、障害のあ

る幼児児童生徒の保護者に対してペアレントトレーニング研修を実施し、子育てに関する不安や

悩みを軽減します。 

（３）見込量の考え方 

現状のペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の支援プログラム等の実施状況を

踏まえ、受講者数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

ペアレントプログラム等 

支援プログラム等受講者数 
30人 16人 30人 25人 30人 20人 

ペアレントトレーニング 

等受講者数 
60人 70人 60人 66人 60人 55人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

ペアレントプログラム等 

支援プログラム等受講者数 
30人 30人 30人 

ペアレントトレーニング 

等受講者数 
60人 60人 60人 

（５）見込量確保のための方策 

保健センター等の発達相談や親支援教室等を通して、保護者への案内を行い、周知を図るとと

もに、幼稚園、小、中、高等学校の幼児、児童、生徒に募集要項を配布するとともに市のホーム

ページで受講の案内を行います。  
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６－２ ペアレントメンター 

（１）事業内容 

発達障害の子どもを育てた保護者が、その育児経験を活かし、同じ親の立場から子育てで同じ

悩みを抱える保護者などに対してグループ相談や子どもの特性などを伝える活動等を行うペア

レントメンターの養成研修への参加を促進します。 

（２）実施に関する考え方 

県などが実施する養成研修等への参加を促進し、ペアレントメンターの養成に努めます。 

（３）見込量の考え方 

現状のペアレントメンター養成研修等の実施状況及び保護者のニーズ等を勘案し、ペアレント

メンターの人数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

ペアレントメンター

の人数 
10人 3人 20人 5人 30人 5人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

ペアレントメンター

の人数 
5人 5人 5人 

（５）見込量確保のための方策 

県などと連携して取組を進めるとともに、市ホームページに養成研修等の情報を掲載するなど、

制度周知と参加促進に努めます。 
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６－３ ピアサポートの活動 

（１）事業内容 

発達障害の子どもの保護者や本人同士等が集まり、お互いの悩みの相談や情報交換を行うピア

サポート活動への参加を促進します。 

（２）実施に関する考え方 

発達障害児等家族支援補助事業における集団支援の活用を推進し、ピアサポート活動への参加

を促進します。 

（３）見込量の考え方 

現状の集団支援の実施状況や実績を踏まえ、参加人数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

ピアサポート活動

への参加人数 
200人 386人 200人 440人 200人 476人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

ピアサポート活動

への参加人数 
390人 390人 390人 

（５）見込量確保のための方策 

発達障害児等の地域からの孤立や児童虐待を防止し、保護者が楽しく子育てを行うことができ

るよう、事業所が実施する集団支援等に対し補助を行います。 
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７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

７－１ 保健、医療及び福祉関係者による協議の場 

（１）事業内容 

障害者自立支援協議会精神保健福祉部会を主な協議の場として、精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムを構築するための協議を行います。 

（２）実施に関する考え方 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場において、重層的な連携による支援体制構築のため

の目標設定及び評価を実施します。 

（３）見込量の考え方 

重層的な連携による支援体制を構築するために必要となる、協議の場の１年間の開催回数、関

係者ごとの参加者数、目標の設定及び評価の実施回数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

協議の場の開催回数／年 3回 3回 3回 3回 3回 3回 

保健の参加者数／回 6人 6人 6人 6人 6人 6人 

医療の参加者数／回 

（精神科） 
2人 2人 2人 2人 2人 2人 

医療の参加者数／回 

（精神科以外） 
1人 1人 1人 1人 1人 1人 

学識経験者／回 1人 1人 1人 1人 1人 1人 

福祉の参加者数／回 9人 9人 9人 9人 9人 9人 

当事者の参加者数／回 2人 2人 2人 2人 2人 2人 

家族等の参加者数／回 2人 2人 2人 2人 2人 2人 

目標設定及び 

評価の実施回数／年 
1回 1回 1回 1回 1回 1回 
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◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

協議の場の開催回数／年 3回 3回 3回 

保健の参加者数／回 4人 4人 4人 

医療の参加者数／回 

（精神科） 
2人 2人 2人 

医療の参加者数／回 

（精神科以外） 
1人 1人 1人 

学識経験者／回 1人 1人 1人 

福祉の参加者数／回 10人 10人 10人 

当事者の参加者数／回 2人 2人 2人 

家族等の参加者数／回 2人 2人 2人 

目標設定及び評価の実施

回数／年 
1回 1回 1回 

（５）見込量確保のための方策 

より充実した支援体制を構築できるよう、関係機関と連携を図りながら協議を行います。 
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７－２ 精神障害者の地域移行及び地域生活にかかる支援 

（１）事業内容 

精神障害者に対し、地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、自立生活援助、自立訓練（生

活訓練）のサービスを提供し、精神障害者が地域生活を送るために必要な支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

地域生活への移行を希望する精神障害者や地域で生活している精神障害者に対して、適切なサ

ービスを提供します。 

（３）見込量の考え方 

現に利用している精神障害者の数やニーズ、入院中の精神障害者のうち地域移行支援の利用及

びその後の地域定着支援、自立生活援助、共同生活援助、自立訓練（生活訓練）の利用が見込ま

れる人等の数を勘案して利用者数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（１か月当たり）（精神障害者） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

地域移行支援 12人 10人 14人 11人 16人 14人 

地域定着支援 12人 4人 14人 3人 16人 2人 

共同生活援助 300人 374人 330人 539人 360人 498人 

自立生活援助 6人 10人 8人 10人 10人 14人 

 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

地域移行支援 17人 20人 23人 

地域定着支援 2人 2人 2人 

共同生活援助 547人 601人 661人 

自立生活援助 17人 20人 24人 

自立訓練 

（生活訓練） 
46人 46人 46人 

（５）見込量確保のための方策 

退院が可能な精神障害者に対して地域移行への意欲喚起を行うとともに、医療機関等への制

度周知を図ります。また、関係機関への研修等を行うなど、精神障害者の地域生活を支援でき

る体制の確保に努めます。  
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８ 相談支援体制の充実・強化 

８－１ 障害者基幹相談支援センターの配置及び相談支援体制 

（１）事業内容 

障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援を実施するとともに、地域

の相談支援事業者等に対する訪問等による専門的な指導・助言や、人材育成の支援、連携強化に

関する取組等を実施し、相談支援体制の充実・強化を図ります。 

（２）実施に関する考え方 

障害者基幹相談支援センターにおいて、障害者やその家族等からの相談に対する総合的・専門

的な支援を提供するほか、相談員による事業所訪問等による指導助言を行うとともに、研修会等

を通した人材育成や他分野の相談機関との連携強化に係る取組を実施します。 

（３）見込量の考え方 

障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援を実施の見込み、地域の相

談支援事業者等に対する訪問等による専門的な指導・助言や人材育成の支援件数、地域の相談機

関との連携強化に関する取組の実施回数等の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

総合的・専門的な 

相談支援の実施 
実施する 実施した 実施する 実施した 実施する 実施した 

相談支援事業者に対する訪

問等による指導・助言件数 
24件 16件 24件 26件 24件 25件 

相談支援事業者の 

人材育成の支援件数 
13件 14件 13件 14件 13件 14件 

相談機関との連携強化に 

関する取組の実施回数 
6回 9回 8回 8回 10回 10回 
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◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

総合的・専門的な 

相談支援の実施 
実施する 実施する 実施する 

相談支援事業者に対する訪

問等による指導・助言件数 
24件 24件 24件 

相談支援事業者の 

人材育成の支援件数 
14件 14件 14件 

相談機関との連携強化に 

関する取組の実施回数 
12回 14回 16回 

（５）見込量確保のための方策 

障害者基幹相談支援センターの相談員による計画的な事業所訪問、障害者自立支援協議会定例

会におけるセミナーや他分野の相談機関の相談員との対応困難事例検討会等を定期的に実施し

ます。 
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８－２ 障害者自立支援協議会の開催 

（１）事業内容 

障害者相談支援事業の適切な実施及び地域の関係機関との連携強化等を推進するとともに、各

種計画の策定及び進行管理を行う協議会を開催します。 

① 障害者自立支援協議会 

学識経験者や障害者・障害児の福祉、医療、教育、雇用等の関係機関等で構成され、障

害者相談支援事業の適切な実施及び地域の関係機関との連携強化等を推進するとともに、

鹿児島市障害者計画、鹿児島市障害福祉計画及び鹿児島市障害児福祉計画の策定及び進行

管理を行います。 

② 障害者自立支援協議会定例会 

毎月、本市の全ての障害者相談支援事業所が参加し、事例検討や職員の研修等を行いま

す。事例検討については、関係機関も参加し解決するための協議を行います。 

③ 障害者自立支援協議会専門部会 

子ども部会、精神保健福祉部会、地域生活支援拠点部会、差別解消支援協議会、医療的

ケア児部会の５部会があり、各分野ごとに課題解決を行うための協議を行います。 

（２）実施に関する考え方 

自立支援協議会定例会及び専門部会で個別事例の検討を行い、地域サービスの改善に努めます。 

（３）見込量の考え方 

近年の開催実績等を考慮して、見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

協議会の開催回数 2回 2回 4回 

定
例
会 

事例検討回数 4回 4回 4回 

延べ参加 

相談事業所数 
200事業所 200事業所 200事業所 

延べ参加 

関係機関数 
18機関 18機関 18機関 

専
門
部
会 

設置数 5部門 5部門 5部門 

開催回数 8回 8回 8回 

（５）見込量確保のための方策  

関係機関との連携により、支援体制の充実につながる会議の開催に努めます。  
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９ 障害福祉サービスの質の向上 

９－１ 障害福祉サービス等に関わる各種研修の活用 

（１）事業内容 

障害者総合支援法の具体的内容の理解を促進するため、県などが実施する障害福祉サービス等

に関わる研修等に市職員が参加して、知識と技能の向上を図ります。 

（２）実施に関する考え方 

県などが実施する障害福祉に関する初任者向け研修や権利擁護・虐待防止に関する研修等、事

業者向けの研修の聴講等に積極的に参加し、知識と技能の習得に努めます。 

（３）見込量の考え方 

各種研修等への市職員の参加人数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

各種研修等への 

市職員の参加人数 
3人 3人 3人 7人 3人 4人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

各種研修等への 

市職員の参加人数 
4人 4人 4人 

（５）見込量確保のための方策 

毎年度、県などが実施する障害福祉に関する研修等に、障害福祉サービス等事業者指定担当及

び支給決定の担当職員が参加し、知識と技能の習得に努めます。 
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９－２ 障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

（１）事業内容 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析し、事業所等と共有することにより、

適切なサービスの提供体制を構築し、質の向上を図ります。 

（２）実施に関する考え方 

システムの審査結果について分析し、その結果を事業所等と共有する機会をつくることで、事

業所が請求する際に注意すべき点を把握する機会となり、請求情報の修正等の事務負担の軽減を

図ります。 

（３）見込量の考え方 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析し、その結果を活用し、集団指導等

において事業所等と共有する体制を構築する取組の実施回数の見込みを設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

データ共有

体制の有無 

有 

(集団指導) 

有 

(集団指導) 

有 

(集団指導) 

有 

(集団指導) 

有 

(集団指導) 

有 

(集団指導) 

データ共有

の実施回数 
1回 1回 1回 1回 1回 1回 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

データ共有

体制の有無 

有 

（集団指導） 

有 

（集団指導） 

有 

（集団指導） 

データ共有

の実施回数 
1回 1回 1回 

（５）見込量確保のための方策 

毎年度実施する集団指導の中で事業所等との情報共有を図ります。 
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９－３ 実地指導結果等の関係部署との共有 

（１）事業内容 

適切なサービス提供に重点を置いた実地指導を行うことにより、事業者の気づきを促し、実地

指導結果等について関係部署等と共有するとともに、不正受給等による指定取消事案等を無くす

ことで、障害福祉サービスの質の向上を図ります。 

（２）実施に関する考え方 

実地指導結果等について、関係部署等で共有する機会を設けます。 

（３）見込量の考え方 

指導監査部署と実地指導結果等を共有する体制を構築するとともに、実地指導結果等を共有す

る取組の実施回数を設定します。 

（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

実地指導結果等を 

共有する体制の有無 
有 有 有 有 有 有 

共有回数 2回 2回 2回 2回 2回 2回 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

実地指導結果等を 

共有する体制の有無 
有 有 有 

共有回数 2回 2回 2回 

（５）見込量確保のための方策 

鹿児島市社会福祉法人等指導監査連絡会議において、実地指導結果等（実地指導における計画

数、実施結果、指摘内容等）の共有を図ります。 

また、障害福祉サービス事業所等における災害対策や感染症に係る計画等の策定、訓練等の実

施や、必要な物資の備蓄・調達の状況等についても定期的に確認を行い、関係機関等と連携しな

がら推進します。 
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第４章 地域生活支援事業等の実施に関する事項 

障害者総合支援法において、地域の特性や利用者の状況に応じて自治体の判断で柔軟に実施す

る事業として、地域生活支援事業を定めています。本市でも、地域生活支援事業のほか、各種の

事業を実施します。 

 

１ 理解促進・啓発事業 

（１）事業内容 

障害や障害者等に対する理解を深めるため、広報・啓発活動を実施します。 

（２）実施に関する考え方 

障害者週間について市の広報紙やホームページに掲載し、市庁舎で懸垂幕を掲げるなど周知・

啓発を行うほか、様々な分野において、前向きに取り組み輝いている障害者や、障害者を積極的

に支援している団体等を表彰するチャレンジド大賞表彰事業を実施します。 

また、見た目には障害があることが分かりにくい内部障害、発達障害、高次脳機能障害及び難

病等について理解促進に努めます。 
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２ 自発的活動支援事業 

（本人活動支援事業、ボランティア活動支援事業） 

２－１ 本人活動支援事業 

（１）事業内容 

障害者本人による地域の清掃活動などのボランティア活動を支援します。 

（２）実施に関する考え方 

障害者団体に委託し、ボランティアの実習や地域のニーズに応じた各種ボランティア活動を行

います。 

２－２ ボランティア活動支援事業 

（１）事業内容 

障害者及びその家族等の団体が行う障害者等の社会復帰に関する活動に対する情報提供など、

障害者等に対するボランティア活動の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

障害者への社会的理解の啓発及び社会復帰を図るため、家族会等が実施する交流会、研修、講

座、相談対応及びボランティア活動などの事業に対し、助成します。 
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３ 相談支援事業 

（障害者相談支援事業、地域生活支援拠点、住宅入居等支援事業） 

３－１ 障害者相談支援事業 

（１）事業内容 

① 障害者及びその家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供をはじめ、助言、障害福祉サー

ビスの利用支援、当事者相談（ピアカウンセリング）等の必要な支援を行います。 

② 緊急の支援が必要な障害者に対して、一時的な保護を行います。 

（２）実施に関する考え方 

① 地域活動支援センターⅠ型に委託し、関係機関と連携しながら、地域における精神保健福祉

等に関する包括的な相談支援を行います。 

② 障害者地域生活支援拠点を中心として、相談支援事業の実績があり、短期入所を実施してい

る社会福祉法人等に委託し、緊急一時保護を行います。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実施状況や障害者等のニーズを踏まえ、事業所の数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

実施箇所数 17か所 17か所 17か所 18か所 17か所 18か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

実施箇所数 18か所 18か所 18か所 

（５）見込量確保のための方策 

当該事業を委託している事業所が、地域の包括的な相談支援を担えるよう、連携を図るととも

に、今後増加の見込まれる発達障害に関する相談にも対応できるよう、体制を整備します。 

また、緊急時に適切に対応できるよう２４時間３６５日の相談体制を確保します。 
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３－２ 地域生活支援拠点（地域移行のための安心生活支援） 

（１）事業内容 

障害者が地域で安心して暮らしていけるよう、地域生活への移行や定着のための支援体制を整

備します。 

（２）実施に関する考え方 

①居室確保事業（緊急一時的な宿泊・体験的宿泊） 

緊急一時的な宿泊や地域での一人暮らしに向けた体験的宿泊を提供するための居室を確保し

ます。 

②コーディネート事業 

地域生活を支援するためのサービス提供体制の総合調整を図るコーディネーターを配置しま

す。 

 

３－３ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

（１）事業内容 

賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望している障害者等を

対象に、入居契約手続、関係機関との連絡・調整等の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

地域活動支援センターⅠ型を実施する事業所に委託し、障害者相談支援事業の一環として支援

を行います。 
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４ 成年後見制度利用支援事業 

（１）事業内容 

身寄りがない等の理由により、後見開始の審判を申し立てる人がいない知的障害者または 

精神障害者を対象に、本市が家庭裁判所に対して審判の申立てを行うとともに、申立費用及 

び後見人等の報酬を助成します。 

（２）実施に関する考え方 

自己決定を尊重する中で、判断能力の不十分な障害者の保護を図ります。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、利用者数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

申立人数 9人 1人 9人 0人 9人 5人 

助成人数 35人 39人 35人 34人 35人 45人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

申立人数 5人 5人 5人 

助成人数 45人 45人 45人 

（５）見込量確保のための方策 

関係機関等と連携して取組を進めるとともに、パンフレット配布等により、制度周知と利用促

進に努めます。 
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５ 日常生活用具給付事業 

（１）事業内容 

重度障害者等の日常生活がより円滑に行われるための用具を給付します。 

（２）実施に関する考え方 

障害者の在宅生活をより暮らしやすくするために、日常生活用具を給付します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの給付状況や障害者等のニーズを踏まえ、各用具の給付件数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

介護訓練支援用具 56件 36件 56件 59件 56件 58件 

自立生活支援用具 127件 109件 127件 87件 127件 118件 

在宅療養等支援用具 145件 160件 145件 161件 145件 159件 

情報・意思疎通支援用具 227件 301件 227件 304件 227件 284件 

排せつ管理支援用具 14,824件 12,117件 16,027件 11,995件 17,230件 12,035件 

住宅改修費 25件 11件 15件 13件 15件 13件 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

介護訓練支援用具 58件 58件 58件 

自立生活支援用具 118件 118件 118件 

在宅療養等支援用具 159件 159件 159件 

情報・意思疎通支援用具 284件 284件 284件 

排せつ管理支援用具 12,048件 12,061件 12,074件 

住宅改修費 13件 13件 13件 

（５）見込量確保のための方策 

日常生活用具の新たな技術開発等の情報の収集に努めます。また、品目の見直しを行う際は、

重度障害者日常生活用具給付事業登録業者及び関係団体に周知します。 
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６ 移動支援事業 

（移動支援事業、ゆうあい福祉バス運行事業） 

６－１ 移動支援事業 

（１）事業内容 

屋外での移動が困難な障害者等に外出時の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

障害者等の社会参加と自立を促進するため、障害福祉サービスの居宅介護、重度訪問介護、行

動援護及び同行援護のいずれかの指定を受けている事業者に委託し、移動支援を実施します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、利用者数等を見込みます。 

（４）見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 420人 422人 429人 413人 438人 418人 

延利用時間 6,550時間 5,388時間 7,047時間 5,560時間 7,582時間 5,547時間 

事業所数 77か所 75か所 77か所 73か所 77か所 74か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 423人 428人 433人 

延利用時間 5,535時間 5,522時間 5,509時間 

事業所数 74か所 74か所 74か所 

（５）見込量確保のための方策 

安定したサービスの提供体制を維持していくため、事業者と連携を図ります。 
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６－２ ゆうあい福祉バス運行事業 

（１）事業内容 

障害者グループからの要請により、ゆうあい福祉バス（リフト付きバス）を運行します。 

（２）実施に関する考え方 

障害者の社会参加の促進を図るため、バス会社に委託し、ゆうあい福祉バスを運行します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、実利用者数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

実利用者数 3,000人 1,632人 3,000人 2,492人 3,000人 2,990人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

実利用者数 3,100人 3,100人 3,100人 

（５）見込量確保のための方策 

市外等への行程など利用希望に添えるよう、バス会社と連携を図ります。 
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７ 障害児等療育支援事業 

（１）事業内容 

在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児（者）、身体障害児（者）及び発達障害児（者）等に

対して、家庭療育等についての相談、助言及び指導を行います。 

（２）実施に関する考え方 

重症心身障害児施設に委託して、電話・来所者に対する相談支援、外出困難者等に対する訪問

相談、専門家・障害者当事者による相談会・講演会などを行います。 

（３）見込量の考え方 

本市内の重症心身障害児施設に委託して療育機能の充実を図ります。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

実施箇所数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

実施箇所数 1か所 1か所 1か所 

（５）見込量確保のための方策 

施設と連携し、事業を実施します。 
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８ 福祉ホーム事業 

（１）事業内容 

住宅の確保が困難な障害者に対し、設備を備えた低額な居室を提供します。 

（２）実施に関する考え方 

本市出身の利用者数に応じて、運営費の助成を行います。 

計画の箇所数で一定の需要は満たすと思われることから、原則として計画を超える新設は行い

ません。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績を踏まえ、利用者数等を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 50人 31人 50人 31人 50人 31人 

実施箇所数 5か所 4か所 5か所 4か所 5か所 4か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 31人 31人 31人 

実施箇所数 4か所 4か所 4か所 

（５）見込量確保のための方策 

今後の居住支援の需要に対しては、基本的には共同生活援助の活用を進めるものとします。 
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９ 訪問入浴サービス事業 

（１）事業内容 

家族の介助だけでは入浴することができない重度の障害者に対し、移動入浴車を派遣し、自宅

において入浴サービスを提供します。 

（２）実施に関する考え方 

関係事業所に委託し、入浴サービスを提供します。 

身体障害者の保健衛生の向上及び家族の介護負担の軽減を図ります。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、利用者数等を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

延利用者数 3,579人 3,266人 3,579人 3,050人 3,579人 3,263人 

事業所数 7か所 7か所 7か所 7か所 7か所 7か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

延利用者数 3,157人 3,157人 3,157人 

事業所数 7か所 7か所 7か所 

（５）見込量確保のための方策 

利用者のニーズの把握に努めるとともに、事業所と連携し事業を推進します。 
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10 日中一時支援事業 

（１）事業内容 

障害者等を介護する人が、疾病等の理由により居宅における介護ができない場合に、一時的に

施設において必要な保護を行う日帰りのショートステイを実施します。 

（２）実施に関する考え方 

障害福祉サービスの生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援のいずれ

かの指定を受けている事業者に委託し、日中一時支援を実施します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、利用者数等を見込みます。 

（４）見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 250人 280人 250人 262人 250人 270人 

事業所数 48か所 49か所 48か所 51か所 48か所 55か所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 298人 298人 298人 

事業所数 55か所 55か所 55か所 

（５）見込量確保のための方策 

医療的ケア児への支援等の実態を踏まえながら、必要に応じた事業内容を検討します。 
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11 スポーツ・レクリエーション教室開催等 

（１）事業内容 

スポーツ・レクリエーション活動を通じて、障害者の体力増強、交流、余暇の活用を図るため、

各種スポーツ・レクリエーション教室や障害者スポーツ大会等を開催します。 

（２）実施に関する考え方 

① 身体障害者・知的障害者スポーツ大会 

障害者スポーツの普及とスポーツを通じた交流を深めるため、身体障害者スポーツ大会及び知

的障害者スポーツ大会を開催します。 

② 身体障害者１日レクリエーション 

レクリエーションを楽しむ機会の少ない障害者に対し、交流等の機会を提供します。 

③ 知的障害者レクリエーション教室 

知的障害者を対象としたレクリエーション教室を開催します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、参加者数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

身体障害者 

スポーツ大会 
204人 中止 214人 204人 224人 238人 

知的障害者 

スポーツ大会 
973人 中止 983人 中止 993人 579人 

身体障害者１日 

レクリエーション 
369人 291人 379人 331人 389人 379人 

知的障害者 

レクリエーション教室 
1,180人 134人 1,190人 329人 1,200人 60人 
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◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

身体障害者 

スポーツ大会 
200人 200人 200人 

知的障害者 

スポーツ大会 
600人 600人 600人 

身体障害者１日 

レクリエーション 
330人 330人 330人 

知的障害者 

レクリエーション教室 
60人 60人 60人 

（５）見込量確保のための方策 

市の広報紙やホームページ等で事業の周知を図り、障害者の参加を促進します。 

  



71 

12 自動車運転免許取得・自動車改造助成 

（１）事業内容 

身体障害者等が免許を取得するために要する費用及び身体障害者等が所有する自動車を改造

するために要する費用を助成します。 

（２）実施に関する考え方 

自動車運転免許取得に対しては、費用の一部を助成します。また、自動車改造助成については、

改造に要する費用を助成します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、助成件数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

自動車運転 

免許取得 
8件 7件 8件 8件 8件 8件 

自動車改造 22件 17件 22件 16件 22件 19件 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

自動車運転 

免許取得 
8件 8件 8件 

自動車改造 22件 22件 22件 

（５）見込量確保のための方策 

障害者の自立を促進するため、関係機関と連携し取組を進めるとともに、市ホームページやリ

ーフレット等の活用により、利用を促進します。 
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13 更生訓練費支給事業 

（１）事業内容 

就労移行支援及び自立訓練を利用している障害者に更生訓練費を支給します。 

（２）実施に関する考え方 

一般就労への移行、社会復帰の促進を図るため、就労移行支援または自立訓練の利用者に更生

訓練費を支給します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者のニーズを踏まえ、利用者数を見込みます。 

（４）見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

利用者数 255人 215人 255人 191人 255人 201人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

利用者数 201人 201人 201人 

（５）見込量確保のための方策 

安定したサービスの提供体制を維持していくため、事業者と連携を図ります。 
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手話言語・障害者コミュニケーション条例に関する取組（１４～１８） 

14 意思疎通支援事業 

（手話言語・障害者コミュニケーション条例推進事業、手話通訳者・要約筆記者派遣事業、  

手話通訳者設置事業） 

14－１ 手話言語・障害者コミュニケーション条例推進事業 

（１）事業内容 

手話言語・障害者コミュニケーション条例に基づき、その周知やそれぞれの促進を図る取組を

行い、障害者への理解促進の気運を醸成し、障害者の生活課題等の解消と、意思疎通支援の充実

による共生社会の実現を目指します。 

（２）実施に関する考え方 

手話言語・障害者コミュニケーション条例について、市の広報紙及びやホームページへの掲載

やパンフレットの作成配布など周知・啓発を行うほか、条例制定記念イベントを実施します。 

14－２ 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

※本市の手話通訳者・要約筆記者派遣事業には、広域的な派遣や専門性の高い意思疎通支援事業も

含んでいます。 

（１）事業内容 

聴覚、言語、音声機能の障害のため、意思疎通を図ることが困難な人を対象に、手話通訳者・

要約筆記者を派遣し、障害者等の意思疎通を支援します。 

（２）実施に関する考え方 

市手話通訳者・要約筆記者派遣運営協議会に委託し、手話通訳者・要約筆記者の派遣を行いま

す。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、派遣回数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

手話通訳者 

派遣事業 
4,200回 

3,478回 

4,200回 

3,308回 

4,200回 

3,252回 

要約筆記者 

派遣事業 
306回 385回 432回 
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◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

手話通訳者 

派遣事業 
3,350回 3,350回 3,350回 

要約筆記者 

派遣事業 
400回 400回 400回 

（５）見込量確保のための方策 

手話通訳等を必要とする人の利便性の向上を図るため、県内全域への派遣を行うほか、他県で

の手話通訳等を行うため、他市と連携して広域的な派遣を行います。 

また、手話通訳者養成研修事業等により手話通訳者等の育成を進めます。 

14－３ 手話通訳者設置事業 

（１）事業内容 

本庁・各支所に手話通訳者を配置し、各種の案内と手続の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

本庁、谷山・伊敷・吉野・喜入・松元・郡山各支所に手話通訳者を配置します。 

（吉田・桜島支所については、市手話通訳者・要約筆記者派遣運営協議会からの派遣により対

応します。） 

（３）見込量の考え方 

これまでの配置状況や障害者等のニーズを踏まえ、配置者数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

配置人数 7人 7人 7人 7人 7人 7人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

配置人数 7人 7人 7人 

（５）見込量確保のための方策 

市手話通訳者・要約筆記者派遣運営協議会等と連携し、事業を実施します。 
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15 手話奉仕員養成研修事業 

（１）事業内容 

日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成するための各種講習会を実施しま

す。 

（２）実施に関する考え方 

関係団体に委託し、市内４会場で手話講習会（入門編、基礎編）を実施します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実施状況や修了者の実績を踏まえ、各講習会の修了者数を見込みます。 

市内４会場のうち１会場については、年度毎に入門編、基礎編を交互に実施します。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

手話講習会 

入門編 55人 88人 55人 73人 55人 83人 

基礎編 55人 62人 55人 80人 55人 67人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

手話講習会 

入門編 65人 83人 65人 

基礎編 72人 57人 72人 

（５）見込量確保のための方策 

市の広報紙やホームページで手話講習会の周知に努めます。また、より効果的な養成が行える

よう、関係団体と連携を図りながら事業を実施します。 
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16 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成事業 

（手話通訳者・要約筆記者養成研修事業、手話通訳者確保推進事業、盲ろう者向け通訳・介助

員養成研修事業） 

16－１ 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

（１）事業内容 

高いレベルの手話語彙、手話表現技術等を習得した手話通訳者及び要約筆記者を養成するため、

各種講座を実施します。 

（２）実施に関する考え方 

手話通訳者養成研修事業は関係団体に委託し、手話通訳者養成講座（通訳Ⅰ、通訳Ⅱ、通訳Ⅲ）

を実施します。 

また、要約筆記者養成研修事業は関係団体に委託し、要約筆記者養成講座を実施します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実施状況や実績を踏まえ、修了者数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

手話通訳者 

養成講座 

通訳Ⅰ 22人 26人 22人 21人 22人 30人 

通訳Ⅱ 22人 18人 22人 27人 22人 15人 

通訳Ⅲ 22人 24人 22人 19人 22人 16人 

要約筆記者養成講座 10人 7人 10人 7人 10人 6人 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

手話通訳者

養成講座 

通訳Ⅰ 25人 25人 25人 

通訳Ⅱ 23人 23人 23人 

通訳Ⅲ 20人 20人 20人 

要約筆記者養成講座 10人 10人 10人 

（５）見込量確保のための方策 

市の広報紙やホームページで講習会の周知に努めます。また、より効果的な養成が行えるよう、

関係団体と連携を図りながら事業を実施します。 
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16－２ 手話通訳者確保推進事業 

（１）事業内容 

資格取得の難易度の高い手話通訳者を増やすため、講座を開催し、ろう者の社会参加を促進し

ます。 

（２）実施に関する考え方 

関係団体に委託し、手話通訳者全国統一試験に合格し、手話通訳者となる資格を取得する市民

を増やすため、手話通訳者養成講習会修了者を対象に試験対策講座を開催します。 

16－３ 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

（１）事業内容 

盲ろう者の自立と社会参加を促進するため、盲ろう者向け通訳・介助員を養成します。 

（２）実施に関する考え方 

関係団体に委託し、「盲ろう者向け通訳・介助員養成カリキュラム」及び「盲ろう者向け通訳・

介助員養成研修会開催における留意事項等について」を基本に講座を開催します。 
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17 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

17－１ 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

（１）事業内容 

視覚機能と聴覚機能に障害を併せ持つ重度重複障害者（盲ろう者）に対して、コミュニケーシ

ョン支援及び移動介助の技術を習得した登録通訳・介助員を派遣し、コミュニケーション及び移

動の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

関係団体に委託し、盲ろう者向け通訳・介助員の派遣を行います。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、派遣回数を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

盲ろう者向け通訳・ 

介助員派遣事業 
390回 118回 390回 97回 390回 96回 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

盲ろう者向け通訳・ 

介助員派遣事業 
200回 200回 300回 

（５）見込量確保のための方策 

関係団体と連携を図りながら、盲ろう者等のニーズの把握に努めます。また、市の広報紙やホ

ームページに事業内容を掲載するなど周知を図ります。 
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18 点字・声の広報 

（１）事業内容 

文字による情報入手が困難な視覚障害者のために、広報紙「かごしま市民のひろば」の点字版

と音声版を作成します。 

（２）実施に関する考え方 

福祉に関する情報などを中心に、障害者向けに必要な情報を抽出し、再編集して視覚障害者な

どの目の不自由な人や老人ホーム等に配布します。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、作成部数を見込みます。 

（４）見込量（１か月当たり） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

点字版 220部 220部 220部 220部 220部 220部 

音声版 230本 230本 230本 230本 230本 230本 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

点字版 220部 220部 220部 

音声版 230本 230本 230本 

 ・この他、「市民便利帳」については、２年に１回、点字版２２０部、音声版２３０本を作成します。 

（５）見込量確保のための方策 

関係団体と連携しながら、必要部数の作成に努めます。 

 

 

 

  



80 

19 重層的支援体制整備事業の対象事業 

（障害者基幹相談支援センター、地域活動支援センター事業） 

19－１ 障害者基幹相談支援センター（障害者基幹相談支援センター機能強化事業） 

（１）事業内容 

障害者やその家族等からの総合的な相談業務をワンストップで行い、障害者虐待防止センター

としての役割も備える障害者基幹相談支援センターを運営します。 

（２）実施に関する考え方 

社会福祉法人等に委託し、専門知識を有する職員を配置します。 

 

19－２ 地域活動支援センター事業 

（１）事業内容 

在宅の障害者に創作的活動や生産活動の機会等を提供します。 

（２）実施に関する考え方 

障害者の自立と社会との交流を促進するため、障害者に対する専門的な知識・経験を有する事

業者に委託し、事業を実施します。 

【Ⅰ型】精神保健福祉士等の専門職員を配置し、精神障害者等に対し、医療及び福祉などの関

係機関との連携強化のための調整、社会適応訓練等を実施します。 

【Ⅱ型】就労等が困難な在宅障害者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを実

施します。 

【Ⅲ型】就労等が困難な在宅障害者に対し、機能訓練、社会適応訓練等のサービスを実施しま

す。 

（３）見込量の考え方 

これまでの実績や障害者等のニーズを踏まえ、利用者数等を見込みます。 
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（４）サービス見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

Ⅰ
型 

利用者数 （市内） 

（市外） 

2,713人 

215人 

2,011人 

143人 

2,767人 

215人 

2,107人 

173人 

2,823人 

215人 

2,345人 

213人 

実施箇所数（市内） 

（市外） 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

Ⅱ
型 

利用者数 （市内） 1,700人 1,448人 1,700人 1,365人 1,700人 1,310人 

実施箇所数（市内） 7か所 7か所 7か所 7か所 7か所 6か所 

Ⅲ
型 

利用者数 （市内） 423人 404人 423人 500人 423人 523人 

実施箇所数（市内） 2か所 2ヶ所 2か所 2か所 2か所 2ヶ所 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

Ⅰ
型 

利用者数 （市内） 

（市外） 

2,535人 

223人 

2,740人 

233人 

2,962人 

243人 

実施箇所数（市内） 

（市外） 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

5か所 

Ⅱ
型 

利用者数 （市内） 1,279人 1,279人 1,279人 

実施箇所数（市内） 6か所 6か所 6か所 

Ⅲ
型 

利用者数 （市内） 598人 598人 598人 

実施箇所数（市内） 2か所 2か所 2か所 

（５）見込量確保のための方策 

安定したサービスの提供体制の維持や支援の充実のため、事業者と連携を図ります。 

Ⅰ型については、機能を強化し、障害者等の地域生活支援の促進を図ります。 

Ⅱ型・Ⅲ型については、サービス内容の実情を踏まえた事業の見直しを検討します。 
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20 児童虐待防止対策等総合支援事業の対象事業 

20－１ 巡回支援専門員整備事業 

（１）事業内容 

乳幼児相談専門員が、保育所等の子どもやその親が集まる施設・場を訪問し、職員や保護者に

対して障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援を行います。 

（２）実施に関する考え方 

乳幼児相談専門員を配置し、関係機関と連携し巡回等支援を行います。 

（３）見込量の考え方 

子どもの発達に気がかりのある保護者等のニーズを踏まえ、巡回回数等を見込みます。 

（４）見込量（年間） 

◎第６期・第２期計画 

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込 

配置人数 7人 7人 7人 7人 7人 7人 

相談者数 1,370人 1,598人 1,370人 1,515人 1,370人 1,370人 

巡回回数 610回 503回 610回 395回 610回 640回 

◎第７期・第３期計画 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 

配置人数 6人 6人 6人 

相談者数 1,370人 1,370人 1,370人 

巡回回数 640回 640回 640回 

（５）見込量確保のための方策 

保育所等、関係機関との連絡会議等を通じて、リーフレットを配布し説明するなど、制度の周

知を図ります。 
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第５章 関係機関との連携に関する事項 

１ 障害者施策推進協議会 

障害者施策推進協議会における関係団体等の意見を踏まえ、本計画の総合的かつ効果的な推進

を図ります。 

 

（構成メンバー）※(  )内は人数 

学識経験者（障害者関係団体、医師など）(7)、行政機関（県、市）(5) 

 

 

２ 障害者自立支援協議会 

本計画の推進に関し、関係団体等からの幅広い意見を反映させる協議を行うほか、定例会や部

会における地域課題の検討を通じて、障害福祉サービス等についての関係機関との連携を深め、そ

の提供体制の充実・確保を図ります。 

 

（構成メンバー）※(  )内は人数 

学識経験者(3)、医療関係団体(3)、教育・雇用関係機関(2)、相談支援事業者(3)、 

障害者関係団体（障害者関係団体、事業者、保健福祉関係者）(11)、 

公募市民(4)、市職員(4) 

（主な機能） 

ア 中立かつ公平な相談支援事業の実施の確保に関する協議、調整 

イ 行政と地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議 

ウ 障害者関連施設等の社会資源の改善等の推進 

エ 障害者計画及び障害福祉計画の策定及び進行管理 

オ その他障害者の自立支援に関する協議  等 

 

３ 連携・協力 

本計画の推進に当たっては、障害者自立支援協議会等を通じて、障害者団体、医療機関、教育機

関、ハローワーク等の関係機関と連携・協力し、総合的かつ効果的な実施に努めます。  



84 

第６章 計画の達成状況の点検及び評価 
 

目標値の達成状況や、サービス見込量等の進捗状況について、障害者自立支援協議会に毎年度

報告し、同協議会における点検･評価、意見等を踏まえ、その達成状況等に応じた見込量確保の方

策や取組方法等を検討し、事業の推進に生かします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画を踏まえ、事業を実

施する。 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要に応じて見込

量確保の方策、取組方法等を検討する。 

■「基本指針」を受けて目標値を設定するとともに、障害福祉サービス等の

見込量やその確保方策等を定める。 

■目標値については、１年に１回その実績を把握し、障害者施策や関連施策の

動向も踏まえながら、障害福祉計画の中間評価として分析・評価を行う。 

・障害福祉計画及び障害児福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成す

べき目標、サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示（国） 

基本指針 

計画（Plan） 

改善（Action） 実行（Do） 

評価（Check） 
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資料編 
 

 

 

資料１ 関係法令 

 

資料２ 鹿児島市の障害者手帳所持者数 

 

資料３ 障害福祉サービス、障害児通所支援等及び 

地域生活支援事業の見込量 

 

資料４ 計画策定に係る障害者等実態調査概要 

 

用語解説 
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資料１ 関係法令 
 

障害者総合支援法（抜粋） 

 

第五章 障害福祉計画 

（基本指針） 

第八十七条 主務大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生

活支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 

二 障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制

の確保に係る目標に関する事項 

三 次条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び第八十九条第一項に規定する都道府県

障害福祉計画の作成に関する事項 

四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項 

３ 基本指針は、児童福祉法第三十三条の十九第一項に規定する基本指針と一体のものとして

作成することができる。 

４ 主務大臣は、基本指針の案を作成し、又は基本指針を変更しようとするときは、あらかじ

め、障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるも

のとする。 

５ 主務大臣は、障害者等の生活の実態、障害者等を取り巻く環境の変化その他の事情を勘案

して必要があると認めるときは、速やかに基本指針を変更するものとする。 

６ 主務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

（市町村障害福祉計画） 

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法

律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定める

ものとする。 

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関す

る事項 

二 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類

ごとの必要な量の見込み 

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３ 市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項について

定めるよう努めるものとする。 

一 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ご

との必要な見込量の確保のための方策 
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二 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び同項

第三号の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所

その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関

する事項 

４ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数及びその障害の状況を勘

案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その置かれている環境その

他の事情を正確に把握するとともに、第八十九条の二の二第一項の規定により公表された結

果その他のこの法律に基づく業務の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該事情及び

当該分析の結果を勘案して、市町村障害福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十第一項に規定する市町村障害児福祉

計画と一体のものとして作成することができる。 

７ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社会

福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であ

って障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

８ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

９ 市町村は、第八十九条の三第一項に規定する協議会を設置したときは、市町村障害福祉計

画を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう

努めなければならない。 

１０ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉計

画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければなら

ない。 

１１ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定す

る事項について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

１２ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府

県知事に提出しなければならない。 

第八十八条の二 市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町村障害福祉計画に

同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。）に

ついて、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害福祉計画

を変更することその他の必要な措置を講ずるものとする。  
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児童福祉法（抜粋） 

 

第九節 障害児福祉計画 

第三十三条の十九 内閣総理大臣は、障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児相談支援（以

下この項、次項並びに第三十三条の二十二第一項及び第二項において「障害児通所支援等」

という。）の提供体制を整備し、障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な

指針（以下この条、次条第一項及び第三十三条の二十二第一項において「基本指針」という。）

を定めるものとする。 

② 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項 

二 障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

三 次条第一項に規定する市町村障害児福祉計画及び第三十三条の二十二第一項に規定す

る都道府県障害児福祉計画の作成に関する事項 

四 その他障害児通所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項 

③ 基本指針は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十七条第

一項に規定する基本指針と一体のものとして作成することができる。 

④ 内閣総理大臣は、基本指針の案を作成し、又は基本指針を変更しようとするときは、あら

かじめ、障害児及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずる

ものとする。 

⑤ 内閣総理大臣は、障害児の生活の実態、障害児を取り巻く環境の変化その他の事情を勘案

して必要があると認めるときは、速やかに基本指針を変更するものとする。 

⑥ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

第三十三条の二十 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供

体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市

町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 

② 市町村障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

二 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量 

③ 市町村障害児福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項につい

て定めるよう努めるものとする。 

一 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保

のための方策 

二 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の提供体制の確保に係る医療機関、

教育機関その他の関係機関との連携に関する事項 

④ 市町村障害児福祉計画は、当該市町村の区域における障害児の数及びその障害の状況を勘

案して作成されなければならない。 

⑤ 市町村は、当該市町村の区域における障害児の心身の状況、その置かれている環境その他

の事情を正確に把握するとともに、第三十三条の二十三の二第一項の規定により公表された
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結果その他のこの法律に基づく業務の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該事情及

び当該分析の結果を勘案して、市町村障害児福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

⑥ 市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画と一体のものとして作成することができ

る。 

⑦ 市町村障害児福祉計画は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第十一条第三項

に規定する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画そ

の他の法律の規定による計画であつて障害児の福祉に関する事項を定めるものと調和が保

たれたものでなければならない。 

⑧ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

⑨ 市町村は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十九条の三

第一項に規定する協議会を設置したときは、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しよう

とする場合において、あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

⑩ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害児福祉計

画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければなら

ない。 

⑪ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定す

る事項について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

⑫ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府

県知事に提出しなければならない。 

第三十三条の二十一 市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町村障害児福祉

計画に同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含

む。）について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害児

福祉計画を変更することその他の必要な措置を講ずるものとする。 
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資料２ 鹿児島市の障害者手帳所持者数 
 

１ 障害者手帳所持者数の推移                                   （単位：人） 
障害種別 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

身体障害者 28,373 28,954 28,988 29,117 29,031 

 

18歳未満 575 573 564 556 542 

18歳～64歳 7,217 7,283 7,141 7,471 6,874 

65歳以上 20,581 21,098 21,283 21,090 21,615 

知的障害者 5,798 5,747 6,153 6,347 6,574 

 

18歳未満 1,380 1,364 1,500 1,573 1631 

18歳～64歳 3,925 3,880 4,137 4,236 4,383 

65歳以上 493 503 516 538 560 

精神障害者 6,176 6,451 6,673 7,184 7,548 

 

18歳未満 80 98 114 145 153 

18歳～64歳 4,662 4,832 4,975 5,347 5,647 

65歳以上 1,434 1,521 1,584 1,692 1,748 

合計 40,347 41,152 41,814 42,648 43,153 
 18歳未満 2,035 2,035 2,178 2,274 2,326 

18歳～64歳 15,804 15,995 16,253 17,054 16,904 

65歳以上 22,508 23,122 23,383 23,320 23,923 

※ 各年４月１日現在 

※ 合計は、複数の障害種別に該当する者の重複あり 

 

２ 令和５年度の障害者手帳所持者数の内訳 

（１）身体障害者手帳                                          （単位：人） 

障害種別 視覚障害 
聴覚・平衡 

機能障害 

音声、言語 

又はそ し ゃ く

機能障害 

肢体不自由 内部障害 合 計 

1級 744 140 7 3,505 5,191 9,587 

 

18歳未満 6 1 0 181 72 260 

18歳～64歳 190 48 5 1,002 1,263 2,508 

65歳以上 548 91 2 2,322 3.856 6,819 

2級 690 627 16 3,632 144 5,109 

 

18歳未満 2 45 0 86 0 133 

18歳～64歳 171 247 2 932 47 1,399 

65歳以上 517 335 14 2,614 97 3,577 

3級 105 331 132 2,305 1,549 4,422 

 

18歳未満 0 8 0 41 32 81 

18歳～64歳 27 51 26 503 260 867 

65歳以上 78 272 106 1,761 1,257 3,474 

4級 115 780 85 3,267 2,280 6,527 
 18歳未満 3 12 2 13 9 39 

18歳～64歳 15 67 42 616 499 1,239 

65歳以上 97 701 41 2,638 1,772 5,249 

5級 216 9 

 

1,255 

 

1,480 

 

18歳未満 1 0 5 6 

18歳～64歳 66 4 400 470 

65歳以上 149 5 850 1,004 

6級 79 1,113 714 1,906 

 

18歳未満 1 18 4 23 

18歳～64歳 18 107 266 391 

65歳以上 60 988 444 1,492 

合計 1,949 3,000 240 14,678 9,164 29,031 

 

18歳未満 13 84 2 330 113 542 

18歳～64歳 487 524 75 3,719 2,069 6,874 

65歳以上 1,449 2,392 163 10,629 6,982 21,615 

※ 令和５年４月１日現在 

※ ２つ以上の障害がある場合は、主たる障害で、合計指数に応じた等級により計上 
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【参考】内部障害の内訳                                         （単位：人） 

障害種別 
心臓機能 

障害 

腎臓機能

障害 

呼吸器 

機能障害 

膀胱直腸 

機能障害 

小腸 

機能障害 

免疫 

機能障害 

肝臓 

機能障害 
合計 

1級 2,654 2,216 204 5 11 31 70 5,191 

 

18歳未満 52 2 7 0 4 0 7 72 

18歳～64歳 554 1,087 53 3 4 27 42 1,770 

65歳以上 2,048 1,127 144 2 3 4 21 3,349 

2級 78 0 13 7 3 35 8 144 

 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 

18歳～64歳 10 0 0 4 2 32 5 53 

65歳以上 68 0 13 3 1 3 3 91 

3級 1,281 21 129 78 3 33 4 1,549 

 

18歳未満 29 0 0 3 0 0 0 32 

18歳～64歳 272 9 30 35 2 33 3 384 

65歳以上 980 12 99 40 1 0 1 1,133 

4級 1,138 6 57 1,028 11 37 3 2,280 
 18歳未満 4 0 2 3 0 0 0 9 

18歳～64歳 334 3 12 349 10 37 2 747 

65歳以上 800 3 43 676 1 0 1 1,524 

合計 5,151 2,243 403 1,118 28 136 85 9,164 

 

18歳未満 85 2 9 6 4 0 7 113 

18歳～64歳 1170 1,099 95 391 18 129 52 2,954 

65歳以上 3,896 1,142 299 721 6 7 26 6,097 

※ 令和５年４月１日現在 

 

（２）療育手帳                                                     （単位：人） 
障害程度 Ａ１ Ａ２ Ａ Ｂ１ Ｂ２ Ｂ 合計 

合計 1,460 1,177 9 1,667 2,251 10 6,574 

 

18歳未満 186 246 0 318 880 1 1,631 

18歳～64歳 1,162 774 6 1,140 1,296 5 4,383 

65歳以上 112 157 3 209 75 4 560 

※ 令和５年４月１日現在 

※ 「Ａ」「Ｂ」は昭和５４年５月１０日以前の判定 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳                 （単位：人） 
障害程度 １級 ２級 ３級 合計 

合計 304 5,730 1,514 7,548 

 

18歳未満 3 113 37 153 

18歳～64歳 117 4,282 1,248 5,647 

65歳以上 184 1,335 229 1,748 

※ 令和５年４月１日現在 

 

 

３ 指定難病（難病法）に係る特定医療費受給者証所持者数                 （単位：人） 

年 度 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

受給者数 4,934 5,265 5,810 5,669 5,764 

対象疾病数 331 333 333 338 338 

※ 各年４月１日現在 

※ 令和５年４月１日現在、「障害者総合支援法」による福祉サービスの対象となる疾患は ３６６疾病 
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資料３ 障害福祉サービス、障害児通所支援等及び 

地域生活支援事業の見込量 
障害福祉サービス等の見込量（総括） 

 第６期・第２期計画 第７期・第３期計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績 実績 見込 計画 計画 計画 

訪問系サービス（１か月当たり） 

 
居宅介護 

利用者数 968 人 997 人 1,003 人 1,051 人 1,085 人 1,121 人 

利用時間数 19,333 時間 19,278 時間 19,450 時間 19,725 時間 19,949 時間 20,176 時間 

重度訪問介護 
利用者数 131 人 144 人 161 人 184 人 213 人 247 人 

利用時間数 22,714 時間 24,295 時間 27,448 時間 31,639 時間 35,996 時間 40,952 時間 

同行援護 
利用者数 229 人 225 人 227 人 228 人 228 人 228 人 

利用時間数 6,910 時間 7,413 時間 8,301 時間 8,463 時間 8,786 時間 9,121 時間 

行動援護 
利用者数 39 人 37 人 37 人 40 人 40 人 40 人 

利用時間数 492 時間 372 時間 301 時間 328 時間 328 時間 328 時間 

重度障害者等 

包括支援 

利用者数 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 1 人 

利用時間数 0 時間 0 時間 0 時間 30 時間 30 時間 30 時間 

日中活動系サービス（１か月当たり） 

 

生活介護 

利用者数 1,664 人 1,682 人 1,707 人 1,718 人 1,729 人 1,741 人 

 
うち強度行

動障害者数 
ー ー ー 21 人 21 人 21 人 

延利用日数 33,471 人日 33,445 人日 34,006 人日 34,175 人日 34,345 人日 34,515 人日 

事業所数 76 か所 78 か所 79 か所 80 か所 80 か所 81 か所 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 13 人 13 人 7 人 10 人 10 人 10 人 

延利用日数 152 人日 118 人日 96 人日 150 人日 150 人日 150 人日 

事業所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 106 人 100 人 85 人 85 人 85 人 85 人 

延利用日数 1,180 人日 1,235 人日 1,328 人日 1,328 人日 1,328 人日 1,328 人日 

事業所数 11 か所 10 か所 9 か所 9 か所 9 か所 9 か所 

就労選択支援 
利用者数 ー ー ー ー 35 人 35 人 

事業所数 ー ー ー ー 3 ヶ所 3 か所 

就労移行支援 

利用者数 175 人 153 人 149 人 147 人 145 人 143 人 

延利用日数 2,930 人日 2,550 人日 2,459 人日 2,451 人日 2,443 人日 2,435 人日 

事業所数 14 か所 16 か所 16 か所 16 か所 16 か所 15 か所 

就労継続支援 

Ａ型 

（雇用型） 

利用者数 572 人 603 人 658 人 686 人 715 人 746 人 

延利用日数 10,854 人日 11,370 人日 12,206 人日 12,715 人日 13,246 人日 13,799 人日 

事業所数 33 か所 35 か所 38 か所 40 か所 41 か所 43 か所 

就労継続支援 

Ｂ型 

（非雇用型） 

利用者数 2,467 人 2,557 人 2,532 人 2,694 人 2,866 人 3,049 人 

延利用日数 40,228 人日 40,977 人日 43,209 人日 45,854 人日 48,661 人日 51,639 人日 

事業所数 138 か所 148 か所 147 か所 156 か所 166 か所 177 か所 

就労定着支援 
利用者数 47 人 50 人 52 人 57 人 62 人 67 人 

事業所数 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 8 か所 9 か所 

療養介護 
利用者数 122 人 124 人 124 人 124 人 124 人 124 人 

事業所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

短期入所 

利用者数 293 人 286 人 342 人 346 人 350 人 354 人 

 
うち強度行

動障害者数 
ー ー ー 15 人 15 人 15 人 

延利用日数 2,515 人日 2,437 人日 3,698 人日 3,806 人日 3,932 人日 4,079 人日 

事業所数 44 か所 51 か所 61 か所 61 か所 62 か所 62 か所 
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 第６期・第２期計画 第７期・第３期計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績 実績 見込 計画 計画 計画 

居住系サービス（１か月当たり） 

 
自立生活援助 

利用者数 14 人 16 人 14 人 17 人 20 人 24 人 

事業所数 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

共同生活援助 

利用者数 865 人 980 人 1,152 人 1,267 人 1,394 人 1,533 人 

 
うち強度行

動障害者数 
ー ー ー 6 人 6 人 6 人 

事業所数 74 か所 89 か所 105 か所 115 か所 127 か所 140 か所 

施設入所支援 
利用者数 713 人 708 人 709 人 701 人 693 人 685 人 

事業所数 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 

地域生活 

支援拠点 

（年間） 

設置箇所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

コーディネーター 

の配置人数 
ー ー ー 1 人 1 人 1 人 

検証・検討 

実施回数 
1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

相談支援（１か月当たり） 

 計画相談支援 利用者数 1,364 人 1,330 人 1,408 人 1,509 人 1,617 人 1,733 人 

地域移行支援 利用者数 5 人 11 人 14 人 17 人 20 人 23 人 

地域定着支援 利用者数 8 人 7 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

障害児通所等支援（１か月当たり） 

 
児童発達支援 

利用児童数 2,854 人 3,115 人 3,214 人 3,316 人 3,496 人 3,676 人 

延利用日数 25,138 人日 28,429 人日 30,476 人日 32,670 人日 35,339 人日 38,008 人日 

事業所数 166 か所 199 か所 230 か所 241 か所 257 か所 273 か所 

放課後等 

デイサービス 

利用児童数 2,759 人  3,214 人 3,770 人 4,422 人 4,928 人 5,434 人 

延利用日数 31,563 人日 36,049 人日 42,316 人日 49,672 人日 55,049 人日 60,426 人日 

事業所数 207 か所 237 か所 284 か所 333 か所 370 か所 407 か所 

保育所等 

訪問支援 

利用児童数 115 人 160 人 246 人 376 人 441 人 506 人 

延利用日数 130 人日 188 人日 296 人日 466 人日 549 人日 632 人日 

事業所数 51 か所 60 か所 82 か所 112 か所 127 か所 142 か所 

居宅訪問型 

児童発達支援 

利用児童数 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

延利用日数 3 人日 2 人日 2 人日 2 人日 2 人日 2 人日 

事業所数 1 か所 3 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

障害児 

相談支援 
利用児童数 1,108 人 1,252 人 1,406 人 1,578 人 1,727 人 1,876 人 

医療的ケア児等 

コーディネーター 
配置人数/年 17 人 26 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

保育所 利用児童数/年 673 人 680 人 675 人 704 人 745 人 777 人 

幼稚園 利用児童数/年 8 人 13 人 24 人 29 人 32 人 39 人 

認定こども園 利用児童数/年 393 人 375 人 368 人 371 人 377 人 379 人 

放課後児童クラブ 利用児童数/年 396 人 421 人 448 人 426 人 426 人 426 人 

発達障害者等に対する支援（年間） 

 ペアレントプログラム

等支援プログラム 
受講者数 16 人 25 人 20 人 30 人 30 人 30 人 

ペアレント 

トレーニング等 
受講者数 70 人 66 人 55 人 60 人 60 人 60 人 

ペアレントメンター 人数 3 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

ピアサポート活動 参加人数 386 人 440 人 476 人 390 人 390 人 390 人 
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 第６期・第２期計画 第７期・第３期計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績 実績 見込 計画 計画 計画 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（年間） 

 
保健、医療及び 

福祉関係者 

による協議の場 

開催回数 3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 

関係者の 

参加者数 
23 人 23 人 23 人 22 人 22 人 22 人 

評価等実施回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

地域移行及び 

地域生活に 

かかる支援 

（利用者数/月） 

地域移行支援 10 人 11 人 14 人 17 人 20 人 23 人 

地域定着支援 4 人 3 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

共同生活援助 374 人 539 人 498 人 547 人 601 人 661 人 

自立生活援助 10 人 10 人 14 人 17 人 20 人 24 人 

自立訓練 

（生活訓練） 
ー ー ー 46 人 46 人 46 人 

相談支援体制の充実・強化（年間） 

 総合的・専門的な相談支援の実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

地域の相談支援 

体制の強化 

指導・助言 

件数 
16 件 26 件 25 件 24 件 24 件 24 件 

人材育成 

支援件数 
14 件 14 件 14 件 14 件 14 件 14 件 

連携強化 

実施回数 
9 回 8 回 10 回 12 回 14 回 16 回 

協議会 開催回数 ー ー ー 2 回 2 回 4 回 

定例会 

事例検討回数 ー ー ー 4 回 4 回 4 回 

延べ参加 

相談事業所数 
ー ー ー 200 事業所 200 事業所 200 事業所 

延べ参加 

関係機関数 
ー ー ー 18 機関 18 機関 18 機関 

専門部会 
設置数 ー ー ー 5 部門 5 部門 5 部門 

開催回数 ー ー ー 8 回 8 回 8 回 

障害福祉サービスの質の向上（年間） 

 各種研修等の 

活用 
市職員参加人数 3 人 7 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

障害者自立支援審査 

支払等システムによる

審査結果の共有 

共有体制 有 有 有 有 有 有 

共有回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

実地指導結果等の 

関係部署との共有 

共有体制 有 有 有 有 有 有 

共有回数 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 
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地域生活支援事業等の見込量（総括） 

 第６期・第２期計画 第７期・第３期計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績 実績 見込 計画 計画 計画 

相談支援事業 

（年間） 
実施箇所数 17 か所 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 18 か所 

成年後見制度 

利用支援事業 

（年間） 

申立人数 1 人 0 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

助成人数 39 人 34 人 45 人 45 人 45 人 45 人 

日常生活用具給付事業（年間） 

 介護訓練 

支援用具 

件数 

36 件 59 件 58 件 58 件 58 件 58 件 

自立生活 

支援用具 
109 件 87 件 118 件 118 件 118 件 118 件 

在宅療養等 

支援用具 
160 件 161 件 159 件 159 件 159 件 159 件 

情報・意思 

疎通支援用具 
301 件 304 件 284 件 284 件 284 件 284 件 

排せつ管理 

支援用具 
12,117 件 11,995 件 12,035 件 12,048 件 12,061 件 12,074 件 

住宅改修費 11 件 13 件 13 件 13 件 13 件 13 件 

移動支援事業（年間 

 
移動支援事業 

（１か月当たり） 

利用者数 422 人 413 人 418 人 423 人 428 人 433 人 

延利用時間 5,388 時間 5,560 時間 5,547 時間 5,535 時間 5,522 時間 5,509 時間 

事業所数 75 か所 73 か所 74 か所 74 か所 74 か所 74 か所 

ゆうあい福祉 

バス運行事業 
実利用者数 1,632 人 2,492 人 2,990 人 3,100 人 3,100 人 3,100 人 

障害児等療育支援事業 

（年間） 
実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

福祉ホーム事業 

（年間） 

利用者数 31 人 31 人 31 人 31 人 31 人 31 人 

実施箇所数 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

訪問入浴サービス事業 

（年間） 

延利用者数 3,266 人 3,050 人 3,263 人 3,157 人 3,157 人 3,157 人 

事業所数 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 

日中一時支援事業 

（１か月当たり） 

利用者数 280 人 262 人 270 人 298 人 298 人 298 人 

事業所数 49 か所 51 か所 55 か所 55 か所 55 か所 55 か所 

スポーツ・レクリエーション教室開催等（年間） 

 身体障害者 

スポーツ大会 

参加者数 

中止 204 人 238 人 200 人 200 人 200 人 

知的障害者 

スポーツ大会 
中止 中止 579 人 600 人 600 人 600 人 

身体障害者１日 

レクリエーション 
291 人 331 人 379 人 330 人 330 人 330 人 

知的障害者レクリ 

エーション教室 
134 人 329 人 60 人 60 人 60 人 60 人 

自動車運転免許取得・自動車改造助成（年間） 

 自動車運転 

免許取得 助成件数 
7 件 8 件 8 件 8 件 8 件 8 件 

自動車改造 17 件 16 件 19 件 22 件 22 件 22 件 
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 第６期・第２期計画 第７期・第３期計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績 実績 見込 計画 計画 計画 

更生訓練費支給事業 

（１か月当たり） 
利用者数 215 人 191 人 201 人 201 人 201 人 201 人 

意思疎通支援事業（年間） 

 手話通訳者派遣事業 
派遣回数 

3,478 回 3,308 回 3,252 回 3,350 回 3,350 回 3,350 回 

要約筆記者派遣事業 306 回 385 回 432 回 400 回 400 回 400 回 

手話通訳者 

設置事業 
配置人数 7 人 7 人 7 人 7 人 7 人 7 人 

手話奉仕員養成研修事業（年間） 

 入門編 
修了者数 

88 人 73 人 83 人 65 人 83 人 65 人 

基礎編 62 人 80 人 67 人 72 人 57 人 72 人 

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業（年間） 

 手話 

通訳者 

養成 

講座 

通訳Ⅰ 

修了者数 

26 人 21 人 30 人 25 人 25 人 25 人 

通訳Ⅱ 18 人 27 人 15 人 23 人 23 人 23 人 

通訳Ⅲ 24 人 19 人 16 人 20 人 20 人 20 人 

要約筆記者養成講座 7 人 7 人 7 人 6 人 10 人 10 人 

盲ろう者向け通訳・ 

介助員派遣事業 

（年間） 

派遣回数 118 回 97 回 96 回 200 回 200 回 300 回 

点字・声の広報（１か月当たり） 

 点字版 
作成部数 

220 部 220 部 220 部 220 部 220 部 220 部 

音声版 230 本 230 本 230 本 230 本 230 本 230 本 

地域活動支援センター事業（年間） 

 

Ⅰ型 

利用者数 

（市内） 
2,011 人 2,107 人 2,345 人 2,535 人 2,740 人 2,962 人 

利用者数 

（市外） 
143 人 173 人 213 人 223 人 233 人 243 人 

実施箇所数 

（市内） 
5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

実施箇所数 

（市外） 
5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

Ⅱ型 

利用者数 

（市内） 
1,448 人 1,365 人 1,310 人 1,279 人 1,279 人 1,279 人 

実施箇所数 

（市内） 
7 か所 7 か所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 

Ⅲ型 

利用者数 

（市内） 
404 人 500 人 523 人 598 人 598 人 598 人 

実施箇所数 

（市内） 
2 ヶ所 2 か所 2 ヶ所 2 か所 2 か所 2 か所 

巡回支援専門員 

整備事業 

（年間） 

配置人数 7 人 7 人 7 人 6 人 6 人 6 人 

相談者数 1,598 人 1,515 人 1,370 人 1,370 人 1,370 人 1,370 人 

巡回回数 503 回 395 回 640 回 640 回 640 回 640 回 
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資料４ 計画策定に係る障害者等実態調査概要 
 

１ 調査目的 

本調査は、鹿児島市障害福祉計画第７期計画、鹿児島市障害児福祉計画第３期計画の策定に当

たり、地域における障害者等の日常生活の実情や障害福祉サービス等に係る利用意向を把握する

ため、アンケート方式による調査を実施した。 

 

２ 調査時期 

令和５年８月３日（木）～令和５年８月２２日（火） 

 

３ 調査の種類 

（１）身体障害者調査 

身体障害者手帳所持者の中から障害の種類別に無作為に抽出し、郵送による配付・回収及びイ

ンターネットによる回収を行った。 

◼ 調査件数 ２，２００件 

◼ 回収件数 ９６１件（郵送７４２件、インターネット２１９件） 

◼ 回収率  ４３．７％ 

 

（２）知的障害者調査 

療育手帳所持者の中から無作為に抽出し、郵送による配付・回収及びインターネットによる回

収を行った。 

◼ 調査件数 １，２００件 

◼ 回収件数 ５７９件（郵送５０６件、インターネット７３件） 

◼ 回収率  ４８．２％ 

 

（３）精神障害者調査 

精神障害者保健福祉手帳所持者の中から無作為に抽出し、郵送による配付・回収及びインター

ネットによる回収を行った。 

【郵送配布分】 

◼ 調査件数 ７００件 

◼ 回収件数 ２７７件（郵送２０６件、インターネット７１件） 

◼ 回収率  ３９．６％ 
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【医療機関等設置分】 

◼ 調査件数 ３００件 

◼ 回収件数 ３１件（郵送２７件、インターネット４件） 

◼ 回収率  １０．３％ 

 

（４）難病患者調査 

特定医療費（指定難病）受給者証所持者の中から無作為に抽出し、郵送による配付・回収及び

インターネットによる回収を行った。 

◼ 調査件数 ５５０件 

◼ 回収件数 ２８５件（郵送２３１件、インターネット５４件） 

◼ 回収率  ５１．８％ 

 

（５）障害児通所支援事業利用者調査 

障害児通所支援事業利用者の中から無作為抽出し、郵送による配付・回収及びインターネット

による回収を行った。 

◼ 調査件数 ５５０件 

◼ 回収件数 ２４９件（郵送１４９件、インターネット１００件） 

◼ 回収率  ４５．３％ 

 

（６）合計 

◼ 調査件数 ５，５００件 

◼ 回収件数 ２，３８２件（郵送１，８６１件、インターネット５２１件） 

◼ 回収率  ４３．３％ 

 

４ 集計上の留意点 

１ 集計結果は百分率で算出し、四捨五入の関係上、百分率の合計が 100％にならない場合があ

る。 

２ 複数回答の場合は、回答者実数より多くなっている場合がある。 
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地域生活への移行支援について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今のまま生活

したい

77.5%
グループホームを

利用したい

0.7%

家族と一緒に

生活したい

8.5%

一般の住宅で一人暮らし

をしたい

2.8%
その他

6.3%

無回答

4.2%

一般の住宅で

一人で暮らし

ている

18.2%

家族と暮ら

している

63.9%

グループホームで

暮らしている

6.0%

福祉施設（障害者支援

施設、高齢者支援施

設）で暮らしている

6.7%

病院に入院

している

3.1%

その他

0.7%

無回答

1.3%

（問）現在どのように暮らしていますか。 

【今後も福祉施設で暮らし続けたいと回答した方】 

（問）今のままの生活を続けたいと思う理由は何ですか。 

【現在、福祉施設で暮らしていると回答した方】 

（問）地域で生活するためには、どのような支援があれば 

よいと思いますか。 

◼ 本市の障害がある方の約８割（82.1％）は、家族と同居または単身で、一般の住宅で生活しているが、

福祉施設で暮らしている方（6.7％）のうち、７割以上（77.5％）は「今のまま生活したい」と希望して

いる。また約１割（8.5％）が「家族と一緒に生活したい」としている。 

◼ 福祉施設で生活し続けたい理由として「今いる施設が楽しい、安心だから」や「食事・お風呂・トイレ」、

「料理・掃除・洗濯」、などで困るといった、身体介護や家事などで不安を感じている方が多くみられ

る。 

◼ 地域で生活するために必要だと思う支援は、「障害者に適した住居の確保」や「在宅サービスが適切に

利用できること」、「経済的な負担の軽減」などの支援とともに、「地域住民の理解」などの支援も求めら

れている。 

【現在、福祉施設で暮らしていると回答した方】 

（問）今後３年以内に、地域で生活したいと思いますか。 

81.1%

53.7%

49.5%

35.8%

24.2%

20.0%

18.9%

16.8%

14.7%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今いる施設等が楽しい、安心だから

施設等を出ると、食事・お風呂・トイ

レなどで困るから（身体介護）

施設等を出ると、料理・掃除・洗濯な

どで困るから（家事）

困ったときに、どうしていいかわから

ないから

他に生活する場所がないから

自活するお金・収入がないから

今いるところ以外で生活するのは寂し

い、自信がないから

家族や周りの人が心配するから

ここでの生活以外よくわからないから

（情報がない、体験したことがない）

その他

無回答

61.3%

43.0%

42.3%

38.0%

36.6%

26.8%

26.1%

17.6%

1.4%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者に適した住居の確保

必要な在宅サービスが適切に利用で

きること

経済的な負担の軽減

地域住民等の理解

在宅で医療的ケアなどが適切に得ら

れること

相談対応等の充実

情報の取得利用や意思疎通について

の支援

生活訓練等の充実

その他

無回答
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今のまま生活

したい

76.0%

福祉施設（障害者支

援施設、高齢者支援

施設）を利用したい

1.6%

家族と一緒に生活したい

3.9%

一般の住宅で一人暮らし

をしたい

10.1%

その他

1.6%

無回答

7.0%

一般の住宅で

一人で暮らし

ている

18.2%

家族と暮ら

している

63.9%

グループホームで

暮らしている

6.0%

福祉施設（障害者支援

施設、高齢者支援施

設）で暮らしている

6.7%

病院に入院

している

3.1%

その他

0.7%

無回答

1.3%

（問）現在どのように暮らしていますか。 

【現在、グループホームで暮らしていると回答した方】 

（問）今後３年以内に、地域で生活したいと思いますか。 

【今後もグループホームで暮らし続けたいと回答した方】 

（問）今のままの生活を続けたいと思う理由は何ですか。 

【現在、グループホームで暮らしていると回答した方】 

（問）地域で生活するためには、どのような支援があれば 

よいと思いますか。 

◼ グループホームで暮らしている方（全体の 6.0％）のうち、７割以上（76.0％）は「今のまま生活した

い」と希望している。また約１割（10.1％）は「一般の住宅で一人暮らしをしたい」としている。 

◼ グループホームで生活を続けたい理由として「今いる施設が楽しい、安心だから」や「料理・掃除・洗

濯などで困るから」、「困ったときに、どうしていいかわからないから」といった方が多くみられる。 

◼ 地域で生活するために必要だと思う支援は、「経済的な負担の軽減」や「障害者に適した住居の確保」、

「在宅サービスが適切に利用できること」、などの支援とともに、「相談対応等の充実」などの、グルー

プホーム利用者や家族などの不安の解消も求められている。 

68.9%

40.5%

35.1%

32.4%

27.0%

25.7%

23.0%

17.6%

17.6%

4.1%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今いる施設等が楽しい、安心だから

施設等を出ると、料理・掃除・洗濯な

どで困るから（家事）

困ったときに、どうしていいかわから

ないから

他に生活する場所がないから

施設等を出ると、食事・お風呂・トイ

レなどで困るから（身体介護）

今いるところ以外で生活するのは寂し

い、自信がないから

自活するお金・収入がないから

家族や周りの人が心配するから

ここでの生活以外よくわからないから

（情報がない、体験したことがない）

その他

無回答

43.4%

40.3%

34.9%

34.1%

24.0%

23.3%

16.3%

16.3%

5.4%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的な負担の軽減

障害者に適した住居の確保

必要な在宅サービスが適切に利用で

きること

相談対応等の充実

在宅で医療的ケアなどが適切に得ら

れること

地域住民等の理解

生活訓練等の充実

情報の取得利用や意思疎通について

の支援

その他

無回答
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外出の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）１週間にどの程度外出しますか。 （問）外出する際の主な同伴者は誰ですか。 

（問）どのような目的で外出することが多いですか。 （問）外出する時に困ること（外出しない理由）は何ですか。 

◼ 「どの程度外出しますか」では、「毎日」が 40.6％と最も高く、次いで「１週間に数回」が 38.9％ 

◼ 「同伴者」では、「一人で外出」が 48.3％と最も高く、次いで「父母・祖父母・兄弟」が 16.6％ 

◼ 「外出する目的」では、「買い物に行く」が 67.8％と最も高く、次いで「病院への受診」が 61.6％、「通

勤・通学・通所」が 51.7％ 

◼ 「外出する時に困ること（外出しない理由）」では、「公共交通機関が少ない（ない）」が 21.4％と最も

高く、次いで「困った時にどうすればよいのか心配」が 18.7％、「電車やバスの乗り降りが困難」が 17.9％ 

◼ 障害がある方が、買い物や病院受診、通勤・通学・通所などの機会においても、１人で行動する事が多

く、「困った時」の心配が、外出を控える要因となっている。 

◼ また、公共交通機関の少なさや電車、バスの乗り降りなど「移動」においての困り事や不安を感じる回

答が多く、安心して気軽に利用しやすい公共交通や、移動の支援が求められている。 

毎日外出する

40.6%

１週間に数回

外出する

38.9%

めったに外出しない

12.7%

まったく外出しない

5.3%
無回答

2.7%

父母・祖父母・

兄弟

16.6%

配偶者（夫

または妻）

13.3%

子ども

3.4%

ホームヘルパーや

施設の職員

13.0%

その他の人（ボラン

ティア等）

1.1%

一人で外出

する

48.3%

無回答

4.2%

67.8%

61.6%

51.7%

24.7%

17.6%

14.2%

13.2%

5.9%

3.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買い物に行く

病院への受診

通勤・通学・通所

散歩に行く

友人・知人に会う

趣味やスポーツをする

訓練やリハビリに行く

グループ活動に参加する

その他

無回答

21.4%

18.7%

17.9%

15.4%

15.3%

12.0%

11.6%

10.7%

9.6%

9.5%

8.9%

31.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

公共交通機関が少ない（ない）

困った時にどうすればよいのか心配

電車やバスの乗り降りが困難

道路や駅に階段や段差が多い

外出にお金がかかる

外出先の建物の設備が不便

（通路、トイレ、エレベーターなど）

発作など突然の身体の変化が心配

周囲の目が気になる

介助者が確保できない

切符の買い方や乗換えの方法がわかり

にくい

その他

無回答
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就労の支援 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）どのような勤務形態で働いていますか。 （問）平日の日中を主にどのように過ごしていますか。 

 

（問）今後、一般企業などで働きたいと思いますか。 （問）就労支援に特にどのようなことが必要だと思いますか。 

 

◼ 「日中の過ごし方」では、29.0％が一般就労をしており、「勤務形態」では、「正職員で、他の職員と勤

務条件等に違いはない」が 42.7％と最も高く、次いで「パート・アルバイト等の非常勤職員、派遣職

員」が 34.8％ 

◼ 12.6％が就労系障害福祉サービスを利用しており、「一般企業等への就労希望」では、「現在のサービス

で満足しているため、今後も利用を続けたい」が 59.1％と最も高く、次いで「一般企業等で働きたい」

が 29.7％ 

◼ 「就労支援に必要だと思うこと」では、「賃金・工賃の向上」が 30.6％と最も高く、次いで「職場の上

司や同僚に障害の理解があること」が 24.7％、「短時間勤務や勤務日数等の配慮」が 20.1％ 

◼ 一般就労への移行を促進するためには、今後さらに、就労系障害福祉サービスの利用を通じて、一般就

労を希望する人の増加とともに、障害者雇用における賃金の向上や障害の理解、短時間勤務等の配慮に

よる働きやすさの向上などの職場環境づくりを通じて、一般就労の増加を図る必要がある。 

会社勤めや、自営業、

家族などで収入を得る

仕事をしている

29.0%

就労移行支援、就労継続支

援など収入を得るサービス

を利用している

12.6%

生活介護、自立訓練、地域

活動支援センターなどの事

業所を利用している

11.1%

専業主婦（主夫）

をしている

6.1%

ボランティアなど

をしている

0.4%

病院などのデイケア

に通っている

3.6%

リハビリテーション

を受けている

1.8%

自宅で過ごし

ている

22.2%

入所している施設や病院

等で過ごしている

6.2%

大学、専門学校、職業訓

練校などに通っている

0.9%

その他

2.3% 無回答

3.9%

正職員で、他の職員と勤務

条件等に違いはない

42.7%

正職員で、短時間勤務など

の障害への配慮がある

9.1%

パート・アルバイト等の

非常勤職員、派遣職員

34.8%

自営業、農林

水産業など

7.8%

その他

4.4%

無回答

1.3%

一般企業などで

働きたい

29.7%

一般企業などでは、働きたくない

（現在のサービスで満足している

ため、今後も利用を続けたい）

59.1%

一般企業などで働きたく

ないが、現在のサービス

も今後利用したくない

5.9%

無回答

5.2%

30.6%

24.7%

20.1%

18.5%

18.3%

11.1%

9.7%

8.1%

7.5%

6.5%

2.8%

1.8%

11.6%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

賃金・工賃の向上

職場の上司や同僚に障害の理解があること

短時間勤務や勤務日数等の配慮

通勤手段の確保

企業等の障害への理解

在宅勤務の拡充

勤務場所におけるバリアフリー等の配慮

職場で介助や援助等が受けられること

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携

仕事についての職場外での相談対応、支援

企業ニーズに合った就労訓練

その他

特にない

無回答
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差別等の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◼ 「障害による差別や嫌な思い」では、「ない」が 45.9％と最も高く、次いで「以前あった」が 20.5％、

「たまにある」が 18.5％、「よくある」が 6.6％ 

◼ 「差別や嫌な思いをした場所」では、「学校・仕事場」が 50.4％と最も高く、次いで「外出先」が

38.2％、「仕事を探すとき」が 19.1％ 

◼ 差別や嫌な思いをした方々は、全体の約半数（45.6％）、前回調査と比較して 6.4ポイント増加 

◼ 主な場所としては「学校・仕事場」が約半数と「外出先」が約４割を占めており、学校における福祉

教育や、職場における障害者が働きやすい環境づくりの支援、市民全体に対する障害者に対する理解

や合理的配慮などを促進する必要がある。 

（問）どのような場所で差別や嫌な思いをしましたか。 

よくある

6.6%

たまにある

18.5%

以前あった

20.5%

ない

45.9%

無回答

8.5%

（問）障害があることで差別や嫌な思いをする（した）ことがありますか。 

50.4%

38.2%

19.1%

15.8%

14.2%

14.0%

9.1%

7.9%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

学校・仕事場

外出先

仕事を探すとき

病院などの医療機関

住んでいる地域

余暇を楽しむとき

福祉サービスを利用しているとき

その他

無回答
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災害時の避難 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）家族が不在の場合や１人暮らしの場合、近所に助けて

くれる人はいますか。 （問）火事や地震等の災害時に１人で避難できますか。 

 

（居住地域での集計） （問）火事や地震等の災害時に困ることは何ですか。 

◼ 「災害時に１人で避難できるか」では、「できない」と「わからない」という、自力での避難が困難と思

われる方が、全体の半数以上（53.4％）、また、居住地域においても差がみられる。 

◼ 家族以外で「近所に助けてくれる人がいるか」では、「いない」と「わからない」方が、全体の約７割

（67.4％）であり、避難の可否に加え、避難時の支援者についても、課題がある。 

◼ 「災害時に困ることは何ですか」では、「投薬や治療が受けられない」が 43.4％と最も高く、次いで「避

難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安」が 39.8％、「安全なところまで、迅速に避難することが

できない」が 38.8％ 

◼ 災害時の課題では、「投薬・治療」や、「避難所の設備など避難生活」、「避難方法」などに全体の約４割

が不安を感じている。 

◼ 災害時の避難では、自力避難が難しい人を把握し、避難行動要支援者名簿への掲載を進めるとともに、

災害発生時には、速やかに避難所に避難できるよう、避難支援者の確保や受入施設の充実が課題である。 

できる

42.4%

できない

32.3%

わからない

21.1%

無回答

4.2%

いる

26.6%

いない

40.5%

わからない

26.9%

無回答

6.0%

26.2%

27.5%

36.4%

45.9%

52.0%

50.7%

36.5%

20.2%

35.3%

44.6%

39.4%

36.8%

28.3%

26.1%

27.1%

37.6%

55.1%

38.2%

29.2%

31.5%

22.8%

23.2%

17.6%

17.2%

18.0%

15.7%

14.7%

1.6%

3.9%

2.7%

4.3%

5.0%

7.9%

9.0%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央地域

(n=878)

谷山地域

(n=518)

伊敷地域

(n=271)

吉野地域

(n=198)

桜島地域

(n=21)

吉田地域

(n=64)

喜入地域

(n=36)

松元地域

(n=64)

郡山地域

(n=31)

できる できない わからない 無回答

43.4%

39.8%

38.8%

25.8%

21.6%

19.7%

7.8%

6.6%

3.7%

14.7%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

投薬や治療が受けられない

避難場所の設備（トイレ等）や生活環

境が不安

安全なところまで、迅速に避難するこ

とができない

周囲とコミュニケーションがとれない

救助を求めることができない

被害状況、避難場所などの情報が入手

できない

補装具、呼吸器、医療機器の使用が困

難になる

補装具、呼吸器、医療機器や日常生活

用具の入手ができなくなる

その他

特にない

無回答
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求められる制度・サービス等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◼ 「今後特にどのような制度やサービスの充実を望んでいるか」では、「安心して在宅生活ができる福

祉サービスの充実」が 27.8％と最も高く、次いで「経済的な支援の充実」が 22.9％、「重度化しても

安心して生活できる施設の充実」が 17.3％ 

◼ 入所施設等から地域生活への移行などの「在宅サービスの充実」や「経済的な支援」とともに、障害

の重度化・高齢化に対応できる「施設サービスの充実」が求められている。 

（問）今後特にどのような制度やサービスの充実を望んでいますか。 

地域で安心して在宅生活ができる

福祉サービスの充実

27.8%

経済的な支援の充実

22.9%障害が重度化しても安心して

生活できる施設の充実

17.3%

就労の支援の充実

5.8%

障害に対する理解を深める

啓発や相互交流の充実

4.7%

相談窓口の充実

4.7%

スポーツや文化芸術など余暇

を楽しむための支援の充実

3.0%

教育環境の充実

0.4%

その他

1.9%

無回答

11.6%



106 

サービスの利用状況・見込 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）居宅介護（ホームヘルプ）を利用していますか。 

6.8% 76.1% 1.7% 15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

4.5%

4.2%

0.2% 68.0% 23.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

2.2% 78.8% 1.2% 17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

1.4% 78.6% 1.6% 18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

2.5% 78.1% 2.2% 17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

1.3% 79.5% 1.4% 17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

2.4%

1.5%

0.2% 71.0% 24.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

2.0%

1.1%

0.1% 71.4% 25.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

3.5%

1.6%

0.1% 70.8% 23.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

1.8%

1.1%

0.1% 72.2% 24.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

（問）居宅介護（ホームヘルプ）の利用予定がありますか。 

（問）重度訪問介護の利用予定がありますか。 

（問）同行援護の利用予定がありますか。 

（問）行動援護の利用予定がありますか。 

（問）重度障害者等包括支援の利用予定がありますか。 

（問）重度訪問介護を利用していますか。 

（問）同行援護を利用していますか。 

（問）行動援護を利用していますか。 

（問）重度障害者等包括支援を利用していますか。 
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6.0% 74.7% 3.0% 16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

6.4%

3.8%

0.2% 66.3% 23.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

（問）移動支援の利用予定がありますか。 （問）移動支援を利用していますか。 

（問）施設入所支援を利用していますか。 （問）施設入所支援の利用予定がありますか。 

（問）短期入所（ショートステイ）の利用予定がありますか。 

（問）療養介護の利用予定がありますか。 

（問）生活介護の利用予定がありますか。 

（問）短期入所（ショートステイ）を利用していますか。 

（問）療養介護を利用していますか。 

（問）生活介護を利用していますか。 

6.7% 75.1% 1.5% 16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

6.0% 75.1% 2.3% 16.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

2.1% 79.2% 0.9% 17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

13.8% 69.3% 1.1% 15.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

1.1%

3.0%

8.2% 60.7% 27.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１年以内の利用希望あり ３年以内の利用希望あり

将来的な利用希望あり 利用希望がない

無回答

4.5%

3.6%

3.5% 64.8% 23.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

1.4%

1.2%

2.3% 69.7% 25.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

3.0% 10.1%

0.3%

63.4% 23.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答
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（問）日中一時支援の利用予定がありますか。 

（問）自立生活援助の利用予定がありますか。 

（問）日中一時支援を利用していますか。 

（問）自立生活援助を利用していますか。 

4.7% 77.2% 1.8% 16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

3.5% 77.8% 2.0% 16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

4.0%

3.2%

0.2% 68.8% 23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

3.3%

2.3%

0.3% 70.1% 23.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

（問）共同生活援助（グループホーム）の利用予定があり

ますか。 

（問）自立訓練（機能訓練、生活訓練）の利用予定がありますか。 

（問）就労移行支援の利用予定がありますか。 

（問）共同生活援助（グループホーム）を利用していますか。 

（問）自立訓練（機能訓練、生活訓練）を利用していますか。 

（問）就労移行支援を利用していますか。 

6.0% 75.9% 2.3% 15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

4.1% 77.0% 1.9% 17.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

4.5% 76.7% 1.7% 17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

2.1%

3.2%

8.7% 61.7% 24.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１年以内の利用希望あり ３年以内の利用希望あり

将来的な利用希望あり 利用希望がない

無回答

2.2%

3.0%

2.5% 67.9% 24.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

3.0%

3.2%

2.5% 66.8% 24.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答
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（問）就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）の利用予定がありますか。 

（問）就労定着支援の利用予定がありますか。 

（問）就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）を利用していますか。 

（問）就労定着支援を利用していますか。 

（問）計画相談支援の利用予定がありますか。 

（問）地域移行支援の利用予定がありますか。 

（問）地域定着支援の利用予定がありますか。 

（問）計画相談支援を利用していますか。 

（問）地域移行支援を利用していますか。 

（問）地域定着支援を利用していますか。 

12.7% 69.7% 1.9% 15.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

3.1% 77.9% 1.3% 17.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

23.1% 59.7% 1.4% 15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

2.9% 79.0% 1.5% 16.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

3.6% 77.8% 1.7% 16.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

5.8% 8.5%

0.5%

61.7% 23.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

3.5%

2.1%

0.2% 69.3% 24.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

4.5% 17.8% 0.4% 53.6% 23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

3.1%

2.2%

0.1% 69.7% 24.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

3.5%

2.7%

0.2% 68.5% 25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答
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障害者手帳の状況（障害児通所支援の利用者） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）療育手帳の等級 （問）障害者手帳を持っていますか。 

 

（問）身体障害者手帳の等級 （問）精神障害者保健福祉手帳の等級 

 

◼ 「療育手帳の等級」では、「Ａ１」が 35.3％と最も高く、次いで「Ｂ２」が 22.1％、「Ｂ１」が 13.2％ 

◼ 「精神障害者手帳の等級」では、「２級」が 5.9％ 

◼ 「身体障害者手帳の等級」では「１級」が 42.6％と最も多く、「身体障害の内容」としては「肢体不自

由」の回答が上位を占めている。 

◼ 手帳は、保護者の任意での取得となるため、子どもが手帳取得の対象であった場合でも、重度の場合を

除き、未診断や未取得者も多いと思われる。 

持っている

27.3%

持っていな

い

71.9%

無回答

0.8%

１級

42.6%

２級

5.9%

３級

1.5%
５級

2.9%

持っていな

い

39.7%

無回答

7.4%

Ａ１

35.3%

Ａ２

10.3%
Ａ

0.0%

Ｂ１

13.2%

Ｂ２

22.1%

Ｂ

0.0%

持っていない

17.6%

無回答

1.5%

69.4%

63.9%

50.0%

30.6%

13.9%

8.3%

8.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

肢体不自由（下肢）

肢体不自由（上肢）

肢体不自由（体幹）

内部障害（１～６以外）

聴覚障害

視覚障害

音声・言語・そしゃく機能障害

無回答

（問）身体障害の内容 

２級

5.9%

持っていな

い

79.4%

無回答

14.7%



111 

診断・疾患認定の状況（障害児通所支援の利用者） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）小児慢性特定疾患の認定を受けていますか。 （問）発達障害の診断（疑い含む）はありますか。 

 

 

（問）難病の診断はありますか。 

◼ 「発達障害の診断（疑い含む）」では、「ない」が 62.2％、「ある」が 36.9％ 

◼ 「難病の診断」では、「受けていない」が 94.8％、「受けている」が 4.0％ 

◼ 「小児慢性特定疾患の認定」では、「受けていない」が 88.4％、「受けている」が 11.2％ 

ある

36.9%

ない

62.2%

無回答

0.8%

受けている

4.0%

受けていない

94.8%

無回答

1.2%

受けている

11.2%

受けていない

88.4%

無回答

0.4%
(n=
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医療的ケアの状況（障害児通所支援の利用者） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児通所支援 サービス利用状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問）現在受けている医療ケアを教えてください。 

 

 

◼ 「医療的ケア」では、「受けていない」が 67.1％と最も高く、次いで「服薬管理」が 10.8％、「吸

引」が 6.8％ 

67.1%

10.8%

6.8%

5.6%

5.2%

2.0%

1.2%

0.8%

0.8%

0.4%

0.0%

0.0%

9.2%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療的ケアは受けていない

服薬管理

吸引

吸入

胃ろう・腸ろう

気管切開

人工呼吸器（レスピレーター）

鼻腔経管栄養

カテーテル留置

中心静脈栄養（ＩＶＨ）

透析

ストマ（人工肛門・人工膀胱）

その他

無回答

（問）児童発達支援・放課後等デイサービス等を何歳から利用していますか。 

 

 

◼ 「障害児通所支援の利用時期」では、「２歳から」が 28.5％と最も高く、次いで「３歳から」が 25.3％、

「１歳から」が 13.7％ 

◼ 「２歳～３歳」が約半数（53.8％）を占めており、１歳半や３歳の「乳幼児健康診査」の受診を契

機に助言等を受け、利用を開始することが多いと思われる。 

０歳

0.8%

１歳

13.7%

２歳

28.5%

３歳

25.3%

４歳

9.2%

５歳

8.4%

６歳

2.0%

７歳以上

8.8%

利用していない

1.6%
無回答

1.6%



113 

療育による親子の変化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）療育によって、子どもの成長や変化などがありましたか。 

◼ 療育による「子どもの成長や変化」では、「言葉がふえた」が 56.4％と最も高く、次いで「生活の

流れなど、先の見通しがもてるようになった」が 49.4％、「喜んで登園・通所するようになった」

が 47.7％ 

◼ 療育による「保護者の変化」では、「子どもへの理解が深まった」、「身近な相談相手がふえた」が

ともに 60.2％と最も高く、次いで「子どもを通して、人とのつながりが広がったと感じた」が 48.1％ 

◼ 「子ども」と「保護者」の双方で、前向きな成長や変化を感じられるよう、療育事業のさらなる充

実が必要である。 

56.4%

49.4%

47.7%

45.6%

45.6%

39.8%

35.7%

31.1%

21.2%

12.9%

3.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80%

言葉がふえた

生活の流れなど、先の見通しがもてるように

なった

喜んで登園・通所するようになった

友達と遊ぶ姿がふえた

身のまわりのことができるようになった

困ったときに、人に頼ることができるように

なった

体を動かすことが好きになった

手先が器用になった

片づけが上手になった

その他

特に感じない

無回答

60.2%

60.2%

48.1%

45.6%

35.3%

15.8%

5.0%

4.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもへの理解が深まった

身近な相談相手がふえた

子どもを通して、人とのつながりが広がったと感じた

子どもの障害や特性を受容できるようになった

（受容がすすんでいると感じた）

さまざまな支援を受け入れられるようになった

子どものことをかわいく思えるようになった

その他

特に感じない

無回答

（問）子どもが療育を受けることによって、保護者自身に変化などがありましたか。 
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療育の満足度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問）現在受けている療育について、どのように感じていますか。 

 

 

◼ 「療育について感じること」では、「満足している」が 62.2％と最も高く、次いで「どちらかとい

えば満足している」が 31.1％ 

◼ 現在受けている療育の満足度として、約９割（93.3％）の方が、「満足」であり、引き続き、より多

くの方に療育事業の効果を感じていただけるよう、さらなる充実が必要である。 

 

※「満足していない」・「どちらかといえば満足してない」方々の理由（自由意見） 

◼ 「満足していない理由」では、「子どもに合った療育を見つけることができない」、「子どもが療育

に行くのを嫌がっている」、「報告・連絡・相談、モニタリングがきちんとされていない」、「就労し

ながらの送迎が大変」、「コロナ禍での対応、感染症対策が不十分」など。 

満足している

62.2%

どちらかといえば

満足している

31.1%

どちらともいえない

2.9%

どちらかといえば

満足していない

1.7%

満足していない

0.8%

無回答

1.2%
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療育の充実のために必要なこと 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問）今後、本市の療育を充実させるために、どのようなことが特に必要と思いますか。 

 

◼ 「療育の充実に特に必要なこと」では、「事業所スタッフの指導の質の向上」、「理学療法士などの

専門員による指導の増加」がともに 34.5％と最も高く、次いで「送迎等のサービスの充実」が 28.9％ 

34.5%

34.5%

28.9%

27.7%

22.9%

16.5%

16.1%

15.3%

14.5%

12.9%

10.4%

8.0%

4.8%

5.2%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業所スタッフの指導の質の向上

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの

専門員による指導の増加

送迎等のサービスの充実

児童発達支援・放課後等デイサービス事業所と

保育所、幼稚園、学校との連携

事業所スタッフの人数の増加

事業所スタッフとの連絡・意見交換会や

保護者向け研修会の充実

子どもだけでなく、保護者への支援の充実

事業所数の増加

事業所の施設・設備の充実

事業所に関する情報提供の充実

療育の日数、時間数の増加

相談窓口の充実

看護職員による医療的ケア児等への支援強化

その他

無回答
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サービスの利用状況・見込 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

（問）児童発達支援を利用していますか。 （問）児童発達支援の利用予定がありますか。 

（問）医療型児童発達支援の利用予定がありますか。 

（問）放課後等デイサービスの利用予定がありますか。 

（問）障害児相談支援の利用予定がありますか。 

（問）居宅訪問型児童発達支援の利用予定がありますか。 

（問）保育所等訪問支援の利用予定がありますか。 

（問）医療型児童発達支援を利用していますか。 

（問）放課後等デイサービスを利用していますか。 

（問）障害児相談支援を利用していますか。 

（問）居宅訪問型児童発達支援を利用していますか。 

（問）保育所等訪問支援を利用していますか。 

54.2% 39.0%

0.8%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

6.0% 81.9% 2.0% 10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

47.4% 46.6%

2.0%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

36.1% 55.0%

0.4%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

1.6% 88.0%

0.8%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

14.1% 75.1%

3.2%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

6.0% 36.1% 5.6% 41.8% 10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

2.0%

4.8% 81.1% 12.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

21.3% 35.3% 6.8% 28.5% 8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

4.4% 28.1% 1.2% 54.2% 12.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

0.8%

1.2%

86.3% 11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

6.4% 10.0%

0.8%

72.7% 10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答
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（問）居宅介護（ホームヘルプ）を利用していますか。 （問）居宅介護（ホームヘルプ）の利用予定がありますか。 

（問）重度訪問介護の利用予定がありますか。 

（問）同行援護の利用予定がありますか。 

（問）行動援護の利用予定がありますか。 

（問）重度障害者等包括支援の利用予定がありますか。 

（問）移動支援の利用予定がありますか。 

（問）重度訪問介護を利用していますか。 

（問）同行援護を利用していますか。 

（問）行動援護を利用していますか。 

（問）重度障害者等包括支援を利用していますか。 

（問）移動支援を利用していますか。 

2.8% 88.8%

1.2%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

2.0% 90.4%

0.8%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

0.4% 91.6%

0.4%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

1.6% 89.6%

0.8%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

0.4% 90.4%

1.2%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

4.4% 87.6%

1.2%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

3.2% 1.2% 86.3% 9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

1.6% 1.6% 88.4% 8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

0.4% 0.4% 90.4% 8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

4.4% 86.3% 9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

2.4% 0.4% 87.6% 9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

4.8% 2.4% 83.5% 9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答
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（問）短期入所（ショートステイ）を利用していますか。 （問）短期入所（ショートステイ）の利用予定がありますか。 

（問）日中一時支援の利用予定がありますか。 

（問）保育所の利用予定がありますか。 

（問）幼稚園の利用予定がありますか。 

（問）認定子ども園の利用予定がありますか。 

（問）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の 

利用予定がありますか。 

（問）日中一時支援を利用していますか。 

（問）保育所を利用していますか。 

（問）幼稚園を利用していますか。 

（問）認定子ども園を利用していますか。 

（問）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）を 

利用していますか。 

5.2% 85.9%

2.0%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

5.6% 84.7%

2.0%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

16.1% 73.1%

2.0%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

12.4% 74.3%

2.0%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

10.4% 76.3%

2.0%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

11.2% 77.1%

1.2%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 利用したいが利用していない 無回答

9.2%

2.4%

79.9% 8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

6.4%

4.0%

0.4% 80.7% 8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

3.2% 12.9%

0.4%

71.9% 11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

5.2% 10.4% 71.5% 12.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答

3.6% 8.4% 74.7% 13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい

今よりも利用を減らしたい 利用予定がない

無回答

12.0% 10.8%

2.4%

64.7% 10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今よりも利用を増やしたい 今と同じくらい利用したい
今よりも利用を減らしたい 利用予定がない
無回答
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用語解説 
 

あ行 

【医療的ケア児（医療的ケアが必要な障害児）】 

日常生活及び社会生活を営むために恒常的に、人工呼吸器による呼吸管理や喀痰吸引その他の

医療行為を受けることが不可欠である児童のこと。 

 

か行 

【介護訓練支援用具】 

障害者又は障害児の身体介護の支援や障害児の訓練に用いる用具。 

特殊寝台、特殊マット、体位変換器、移動用リフト、訓練いすなど。 

 

【鹿児島市障害者就労施設等からの物品等の調達推進方針】 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進

法）に基づき物品等の調達目標を定めるもので、鹿児島市では、平成２５年度から策定している。 

 

【高次脳機能障害】 

交通事故や病気などによる脳への損傷に基づく後遺症により、記憶、注意、遂行機能、社会的

行動などの認知機能（高次脳機能）が障害された状態を指し、器質性精神障害として位置付けら

れる。  

 

【コーディネーター】 

主に障害児（者）及び保護者や障害児（者）の支援に関わる者などの個々の要望に対して一般

的・総合的な相談窓口となり、多様な支援を行う専門職のこと。本計画においては、 

 

■地域生活支援拠点コーディネーター 

緊急時の支援が見込めない者を事前に把握・登録した上で、常時の連絡体制を確保し、障害の

特性等に起因して生じた緊急の事態等に必要なサービスのコーディネートや相談、その他必要

な支援を行うとともに、地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社

会資源の連携体制の構築等を行う専門職のこと。 

 

■医療的ケア児等コーディネーター 

医療的ケア児・家族に対して、在宅移行後のニーズの把握、訪問及び相談を行い、また、医療・

福祉・教育などの関係機関や制度をつなぐ役割を担う専門職のこと。対象児を中心に家族やほか

の専⾨職と⽀援ネットワークを構築し、本人と家族を取り巻く障害を取り除き、地域における質
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の高い生活を可能とする環境を整え、それぞれのウェルビーイング（生活の質の向上）を実現す

る役割を持つ。 

 

さ行 

【在宅療養等支援用具】 

障害者又は障害児の在宅療養を支援する用具。ネブライザー（吸入器）、電気式たん吸引機、

酸素ボンベ運搬車、盲人用（音声式）体温計など。 

 

【重症心身障害】 

重度の肢体不自由と重度の知的障害が重複した状態のこと。 

 

【重症心身障害児（者）】 

重度の肢体不自由と重度の知的障害が重複している障害者又は障害児。 

 

【手話言語・障害者コミュニケーション条例】 

正式名称は「鹿児島市言語としての手話への理解の促進及び障害の特性に応じたコミュニケー

ション手段の利用の促進に関する条例」。 

言語としての手話への理解の促進及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の

促進について、基本理念、市の責務並びに市民等及び事業者の役割や市が推進する施策の基本的

事項を定めたもの。 

令和６年４月１日施行。 

 

【障害者基幹相談支援センター】 

障害のある方やその家族等からの相談にワンストップで応じ、問題解決に向けて一緒に考え、

情報提供や助言等、福祉サービスの利用支援や調整を行う。 

平成２４年１０月に市民福祉プラザ３階に障害者虐待防止センターとの併設で開所。 

 

【障害者週間】 

毎年１２月３日から１２月９日までの１週間。 

障害者基本法第９条に基づき、国民の間に広く障害者の福祉についての関心と理解を深めると

ともに、障害者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高める

ことを目的として設定している。この期間を中心に、国、地方公共団体、関係団体等においては、

様々な意識啓発に係る取組を展開する。 
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【障害者就業・生活支援センター】 

障害のある方の就職相談、就職に向けての準備支援、職場開拓、職場実習、就職後の定着支援

等を行うとともに、企業に対し、助成金制度やジョブコーチ制度の情報提供、雇用後のアドバイ

ス等を行う。 

 

【障害者職業センター】 

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の１部門で、障害者の雇用の促進等に関する法律に基

づき各都道府県に設置され、ハローワーク等と協力して、障害者のための就職相談、職業評価、

就職準備支援、実際の職場におけるジョブコーチ支援等のほか、事業主に対して、障害者の雇入

れ、雇用管理等に関する相談や支援を行う。 

 

【障害者地域生活支援拠点】 

地域で生活する障害者の不安の解消を図り、障害者及び家族が地域で安心して生活できるよう、

２４時間３６５日の緊急対応（相談、一時受入）や、施設等から地域生活への移行を希望する障

害者に対してグループホームやショートステイを利用した地域生活の体験の場の提供を行う。 

平成２９年１０月に開所。 

 

【情報・意思疎通支援用具】 

障害者又は障害児の情報収集、情報伝達、意思疎通等を支援する用具。 

点字ディスプレイ、視覚障害者用活字文書読上げ装置、視覚障害者用拡大読書器、聴覚障害者

用通信装置、福祉電話、ファックスなど。 

 

【自立生活支援用具】 

障害者又は障害児の入浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具。 

入浴補助用具、電磁調理器、特殊便器、聴覚障害者用屋内信号装置など。 

 

【成年後見制度】 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者など著しく判断能力の不十分な方に対し、財産管理や

介護サービスの利用契約などを成年後見人が行うことにより、保護し支援する制度。身寄りがな

い等の理由により申立人がいない場合は、市長が申立てを行うことができる。 

 

【相談支援事業所】 

障害福祉サービスの申請前の相談や申請するときの支援（一般相談支援）や、サービス利用計

画の作成、サービス事業者との連絡調整（計画相談支援）などを行う事業所。 
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た行 

【第五次鹿児島市障害者計画】 

障害者基本法に基づき、鹿児島市が取り組むべき障害者施策の基本的な方向を定めるもので、

障害福祉計画・障害児福祉計画の基本計画にあたる。（計画期間は、令和５年度から令和９年度

までの５年間） 

障害者施策を実施するに当たっての基本的な考え方のほか、「差別の解消、権利擁護の推進及

び虐待の防止」、「安全・安心な生活環境の整備」、「情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支

援の充実」など１０の分野別施策の基本的方向などを定めている。 

 

【地域包括ケアシステム】 

高齢者や障害者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ、自立した日常生活を

営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援を包括的に

確保していくための仕組み。 

 

【チャレンジド】 

Challenged（チャレンジド）は、「障害を持つ人」を表す新しい米語「the challenged (挑戦

という使命や課題、挑戦するチャンスや資格を与えられた人）」を語源とし、障害をマイナスと

のみ捉えるのでなく、障害を持つゆえに体験する様々な事象を自分自身のため、あるいは社会の

ためポジティブに生かして行くという考えに基づいた「障害者」に代わる前向きかつ可能性を示

唆する表現。 

 

な行 

【ナイスハート支援事業】 

障害者施設の生産物やレストラン等の販売を促進するため、市内の関係事業所で構成する「鹿

児島市ナイスハート運営協議会」による活動経費の一部を助成する事業。 

※ ナイスハート：国際障害者年の主旨を踏まえ、障害者福祉の増進を図るために設置された 

基金の名称が由来。障害者就労施設の商品販売の際に用いられている。 

 

【難病】 

難病法においては、「難病」を①発病の機構が明らかでなく、②治療方法が確立していない、

③希少な疾病であって、④長期の療養を必要とするものという４つの条件をみたすものと定義さ

れている。この「難病」のうち①患者数が本邦において一定の人数（人口の約０．１％程度）に

達しないこと、②客観的な診断基準（またはそれに準ずるもの）が定まっていること、の要件を

満たすものを「指定難病」と定義し、医療費助成の対象としている。令和６年４月からは３４１

疾病が対象となる。（令和６年３月末３３８疾病）  
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なお、障害者総合支援法の対象となる難病は、障害者総合支援法独自の対象疾病を含む。令和

６年４月からは３６９疾病である。（令和６年３月末３６６疾病）  

 

は行 

【排せつ管理支援用具】 

障害者又は障害児の排せつ管理を支援する用具及び衛生用品。 

ストーマ装具、紙おむつ、サラシ・ガーゼ等衛生用品、収尿器など。 

 

【発達障害】 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他

これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するもの。 

 

【ハローワーク】 ※障害者雇用に関して 

就職を希望する障害者の求職登録を行い、専門の職員・職業相談員が障害の態様、適正、希望

職種等に応じ、きめ細かな職業相談、職業紹介、職場適用指導を行う。 

また、事業主に対する雇用管理上の配慮等の助言や関係機関の紹介、各種助成金の案内のほか、

障害者向け求人の開拓、障害者雇用率達成に関する指導等も行う。 

 

【ピアカウンセリング】 

精神疾患を持つ者同士が自立するために自立するための情報を共有したり、お互いを精神的に

支え合うことで自立を目指す仲間（ピア）同士でのカウンセリングを行うこと。同じような障害

を持つ当事者が、お互いに平等な立場で話を聞き合い、きめ細かなサポートによって、地域での

自立生活の実現を目指すもの。 

 

【ピアサポート】 

ピア（Peer）は「仲間、同輩、対等等」の意。同じ課題や環境を体験する者がその体験から来

る感情を共有することにより、専門職による支援では得がたい安心感や自己肯定感を得ることな

どを目的とする。 

 

【ペアレントトレーニング】 

障害のある子どもへの接し方や対処方法を考え、子育てに関する不安や悩みの軽減を図るため、

保護者同士の話合いや実践の中で、よりよい行動を身に付けていくことを目的とした保護者向け

のプログラムのこと。 
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【ペアレントプログラム】 

ペアレントプログラムは、ペアレントトレーニングを行う前の基礎的なプログラムとして、「子

どもの行動を考え、行動を見る」ことに特化した、保護者の認知的な枠組みを修正することを目

指した簡易的なプログラムのこと。 

 

【ペアレントメンター】 

 自らも発達障害のある子育てを経験し、かつ相談支援に関する一定のトレーニングを受けた

保護者。メンターは、同じような発達障害のある子どもをもつ保護者に対して、共感的なサポー

トを行い、地域資源についての情報を提供する。 

 

【包含（インクルージョン）】 

インクルージョンは英語で「Inclusion」と表記され、「包含」や「包括」という意味を持ち、

障害者を含むすべての人々が社会の一員として尊重され、その個性や能力が活かされるべきであ

るという考え方を基にしている。 

 

ま行 

【モニタリング報告書】 

相談支援事業所と障害福祉サービスを提供する事業所等において、サービス等利用計画や個別

支援計画の内容に沿って支援が行われた結果、どのような効果をもたらしたかを確認するための

報告書。 

 

や行 

【ゆうあいガイドブック】 

 障害のある方やその家族等に対し、各種福祉制度の内容や手続、相談先等の幅広い情報を紹

介するため、鹿児島市が作成・配布しているガイドブック。 

 

【要約筆記者】 

話の内容を要約しその場で文字にして伝えることで、聴覚障害者、特に手話習得の困難な中途

失聴者や難聴者のコミュニケーションを支援する者。 
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